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(57)【要約】
【課題】異物の混入が少ない硬化性着色組成物の製造方
法を提供すること、さらに、該硬化性着色組成物を用い
た歩留まりが高いカラーフィルタ及び固体撮像素子を提
供すること。
【解決手段】Ａ）顔料を洗浄する顔料洗浄工程と、（Ａ
）顔料を分散する顔料分散工程と、（Ａ）顔料、（Ｂ）
アルカリ可溶性樹脂、（Ｃ）重合開始剤、（Ｄ）重合性
化合物、及び（Ｅ）溶剤を混合する混合工程とを含み、
前記顔料洗浄工程が、（Ａ）顔料をイオン交換水で洗浄
する工程であることを特徴とする硬化性着色組成物の製
造方法。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）顔料を洗浄する顔料洗浄工程と、
　（Ａ）顔料を分散する顔料分散工程と、
　（Ａ）顔料、（Ｂ）アルカリ可溶性樹脂、（Ｃ）重合開始剤、（Ｄ）重合性化合物、及
び（Ｅ）溶剤を混合する混合工程とを含み、
　前記顔料洗浄工程が、（Ａ）顔料をイオン交換水で洗浄する工程であることを特徴とす
る
　硬化性着色組成物の製造方法。
【請求項２】
　前記顔料洗浄工程の前に、顔料を高分子化合物で被覆する顔料加工工程を有する、請求
項１に記載の硬化性着色組成物の製造方法。
【請求項３】
　前記顔料分散工程の後、顔料分散物を多段階濾過する工程を含む、請求項１又は２に記
載の硬化性着色組成物の製造方法。
【請求項４】
　前記混合工程が、接液部がテフロン（登録商標）加工された製造設備で行われる、請求
項１～３いずれか１つに記載の硬化性着色組成物の製造方法。
【請求項５】
　前記混合工程の後、混合物を多段階濾過する工程をさらに含む、請求項１～４いずれか
１つに記載の硬化性着色組成物の製造方法。
【請求項６】
　請求項１～５いずれか１つに記載の製造方法により得られたことを特徴とする硬化性着
色組成物。
【請求項７】
　請求項６に記載の硬化性着色組成物を硬化して作製されたことを特徴とするカラーフィ
ルタ。
【請求項８】
　請求項７に記載のカラーフィルタを備えることを特徴とする固体撮像素子。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、硬化性着色組成物及び製造方法、カラーフィルタ、並びに、固体撮像素子に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　カラーフィルタは、有機顔料や無機顔料を分散させた顔料分散液と、重合性化合物、重
合開始剤、アルカリ可溶性樹脂及びその他の成分とを含有して着色硬化性組成物とし、こ
れを用いてフォトリソ法、インクジェット法等により着色パターンを形成することで製造
されている。
【０００３】
　近年、カラーフィルタは、液晶表示素子（ＬＣＤ）用途においてモニターのみならずテ
レビ（ＴＶ）へと用途が拡大する傾向にある。この用途拡大の傾向に伴い、カラーフィル
タには、色度、コントラスト等において高度の色特性が要求されるに至っている。また、
イメージセンサ（固体撮像素子）用途のカラーフィルタにおいても、同様に色ムラの低減
、色分解能の向上等、色特性の高いものが求められるようになっている。
　また、高解像度のカラーフィルタが求められる結果、より薄膜化が求められ、その結果
、高精細化、高濃度化への要求が高まっており、パターン剥がれや異物混入が無く、歩留
まりよく製造できるカラーフィルタが求められている。
【０００４】
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　上記のような要求に対して、特許文献１には、顔料からの蟻酸エチルによる抽出物が、
該顔料の重量に対して１，６００ｐｐｍ以下であることを特徴とするカラーフィルタ用顔
料が開示されている。また、特許文献２には、（Ａ）着色剤、（Ｂ）バインダーポリマー
、（Ｃ）重合性不飽和結合を２個以上有するカリックスアレーン誘導体を必須成分とする
多官能性モノマー及び（Ｄ）光重合開始剤を含有することを特徴とするカラーフィルタ用
感放射線性組成物が開示されている。
【０００５】
【特許文献１】特開２０００－１９３２１号公報
【特許文献２】特開２０００－４７０１８号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明の目的は、異物の混入が少ない硬化性着色組成物の製造方法を提供することであ
り、さらに、該硬化性着色組成物を用いた歩留まりが高いカラーフィルタ及び固体撮像素
子を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記課題は以下の＜１＞、＜８＞～＜１０＞に記載の方法により達成できることを見出
し、本発明を完成するに至った。好ましい実施態様である＜２＞～＜７＞と共に以下に記
載する。
＜１＞　（Ａ）顔料を洗浄する顔料洗浄工程と、（Ａ）顔料を分散する顔料分散工程と、
（Ａ）顔料、（Ｂ）アルカリ可溶性樹脂、（Ｃ）重合開始剤、（Ｄ）重合性化合物、及び
（Ｅ）溶剤を混合する混合工程とを含み、前記顔料洗浄工程が、（Ａ）顔料をイオン交換
水で洗浄する工程であることを特徴とする硬化性着色組成物の製造方法、
＜２＞　前記顔料洗浄工程の前に、顔料を高分子化合物で被覆する顔料加工工程を有する
、＜１＞に記載の硬化性着色組成物の製造方法、
＜３＞　前記顔料加工工程が、ステンレス鋼からなる顔料加工装置で行われる、＜１＞又
は＜２＞に記載の硬化性着色組成物の製造方法、
＜４＞　前記顔料分散工程が、ステンレス鋼からなる顔料分散装置で行われる、＜１＞～
＜３＞いずれか１つに記載の硬化性着色組成物の製造方法、
＜５＞　前記顔料分散工程の後、顔料分散物を多段階濾過する工程を含む、＜１＞～＜４
＞いずれか１つに記載の硬化性着色組成物の製造方法、
＜６＞　前記混合工程が、接液部がテフロン（登録商標）加工された製造設備で行われる
、＜１＞～＜５＞いずれか１つに記載の硬化性着色組成物の製造方法、
＜７＞　前記混合工程の後、混合物を多段階濾過する工程をさらに含む、＜１＞～＜６＞
いずれか１つに記載の硬化性着色組成物の製造方法、
＜８＞　＜１＞～＜７＞いずれか１つに記載の製造方法により得られたことを特徴とする
硬化性着色組成物、
＜９＞　＜８＞に記載の硬化性着色組成物を硬化して作製されたことを特徴とするカラー
フィルタ、
＜１０＞　＜９＞に記載のカラーフィルタを備えることを特徴とする固体撮像素子。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、異物の混入が少ない硬化性着色組成物の製造方法を提供することがで
きた。さらに、本発明によれば、該硬化性着色組成物を用いた歩留まりが高いカラーフィ
ルタ及び固体撮像素子を提供することができた。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　本発明の硬化性着色組成物の製造方法は、（Ａ）顔料を洗浄する顔料洗浄工程と、（Ａ
）顔料を分散する顔料分散工程と、（Ａ）顔料、（Ｂ）アルカリ可溶性樹脂、（Ｃ）重合
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開始剤、（Ｄ）重合性化合物、及び（Ｅ）溶剤を混合する混合工程とを含み、前記顔料洗
浄工程が、（Ａ）顔料をイオン交換水で洗浄する工程であることを特徴とする。
　本発明の製造方法により得られた硬化性着色組成物は、金属含有量が低いことが好まし
く、ナトリウム（Ｎａ）、カリウム（Ｋ）、カルシウム（Ｃａ）、鉄（Ｆｅ）、クロム（
Ｃｒ）の各金属含有量がそれぞれ５０ｐｐｍ以下であることが好ましく、３０ｐｐｍ以下
であることがより好ましく、１０ｐｐｍ以下であることがさらに好ましい。
【００１０】
　本発明者は、鋭意検討の結果、イメージセンサ（固体撮像素子）用途のカラーフィルタ
は、液晶表示素子（ＬＣＤ）用途のカラーフィルタに比べ、画素サイズが小さいことから
、硬化性着色組成物に含まれる金属含有量が多いとパターンの剥がれ、異物の残りが発生
し、歩留まりの低下といった問題が生じやすくなることを見出した。
　イメージセンサ（固体撮像素子）用途カラーフィルタの画素サイズが年々微細化する（
ピクセルサイズ２μｍ以下）に伴い、単に濾過を行うことや、フィルタの孔径を小さくす
ることによる金属含有量の低減や、異物の低減を行うことは困難になりつつあった。特に
、硬化性着色組成物には未溶解物である顔料が粒子として存在することもあり、これら金
属含有量の低下、及び、異物を除去する工程が望まれてきた。
　本発明によれば、顔料をイオン交換水で洗浄する工程を含むことにより、硬化性着色組
成物の金属含有量が低下し、これを用いて作製したカラーフィルタの剥がれや異物の発生
を抑制することができる。
【００１１】
　図１は、本発明の硬化性着色組成物の製造方法の工程図である。
　本発明の硬化性着色組成物の製造方法において、（Ａ）顔料は顔料洗浄工程の前に、顔
料加工工程において、その表面を高分子化合物で被覆することが好ましい。次に、表面を
高分子化合物で被覆した顔料を、顔料洗浄工程において、洗浄することが好ましい。本発
明は、該顔料洗浄工程において、イオン交換水で顔料を洗浄するものである。また、顔料
加工工程は、ステンレス鋼からなる顔料加工装置で行われることが好ましい。
　次いで、洗浄した顔料を、必要に応じて乾燥した後、顔料分散工程により顔料分散液と
する。本発明において、該顔料分散工程は、ステンレス鋼からなる顔料分散装置で行うこ
とが好ましい。
　顔料分散液は、必要に応じて濾過工程により濾過することが好ましく、多段階濾過する
ことがより好ましい。
　前記顔料分散液と、（Ｂ）アルカリ可溶性樹脂、（Ｃ）重合開始剤、（Ｄ）重合性化合
物、及び、（Ｅ）溶剤、並びに、必要に応じて、その他の成分とを、混合工程において、
混合し、硬化性着色組成物を製造する。前記混合工程は、接液部がテフロン（登録商標）
加工された製造設備で行うことが好ましい。
　なお、混合工程の後に、必要に応じて混合液を濾過することが好ましく、多段階濾過す
ることがより好ましい。
　以下、各工程及び各成分について詳述する。
　なお、本発明において、数値範囲を表す「Ａ～Ｂ」の記載は、「Ａ以上Ｂ以下」を表す
。すなわち、端点であるＡ及びＢをも含むものである。
【００１２】
（顔料加工工程）
　本発明において、顔料は、顔料加工工程において高分子化合物で表面被覆することが好
ましい。顔料加工工程は、高分子化合物で顔料を被覆することにより、分散性及び分散安
定性を向上させるものであり、これによりコントラストが高く、色濃度ムラの少ない硬化
性着色組成物及びカラーフィルタを得ることができる。
　すなわち、高分子化合物を顔料処理に使用すると、顔料の１次粒子の凝集体である２次
凝集体の生成を効果的に抑制、あるいは、２次凝集体の凝集力を効果的に弱めることがで
き、１次粒子に近い状態の分散体を得ることができ、コントラストの高いカラーフィルタ
及び色濃度ムラの小さいカラーフィルタを得ることができる。
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【００１３】
　このような顔料加工工程は、ｉ）顔料と、ii）水溶性の無機塩と、iii）実質的にii）
を溶解しない少量の水溶性の有機溶剤、及びiv）高分子化合物を加え、ニーダー等で機械
的に混練する工程（この工程をソルトミリングと称する）、及び、この混合物を水中に投
入し、ハイスピードミキサー等で撹拌しスラリー状とする工程を経て実施される。このよ
うな製造方法により、微細でかつ乾燥時の顔料の凝集が少ない加工顔料が得られる。
【００１４】
　上記したソルトミリングについて、さらに具体的に説明する。まず、ｉ）有機顔料とii
）水溶性の無機塩の混合物に、湿潤剤として少量のiii）水溶性の有機溶剤を加え、ニー
ダー等で強く練り込んだ後、この混合物を水中に投入し、ハイスピードミキサー等で撹拌
しスラリー状とする。次に、このスラリーをその後の洗浄工程において、濾過、水洗して
必要により乾燥することにより、微細化された顔料が得られる。混合物を投入する水とし
て、後述するイオン交換水を使用することも好ましい。これにより、顔料分散液中の金属
含有量を低下させることができるので好ましい。
　また、前記ニーダー及び／又はスラリー状とする水中への投入の際に、該顔料加工装置
として、ステンレス鋼からなる装置を使用することが好ましい。ステンレス鋼からなる装
置を使用することにより、最終的に得られる硬化性着色組成物への金属の混入を減少させ
、得られるカラーフィルタへの異物の混入、剥がれ等を抑制することができるので好まし
い。
　なお、油性のワニスに分散して用いる場合には、乾燥前の処理顔料（濾過ケーキと呼ぶ
）を一般にフラッシングと呼ばれる方法で、水を除去しながら油性のワニスに分散するこ
とも可能である。また水系のワニスに分散する場合は、処理顔料は乾燥する必要がなく、
濾過ケーキをそのままワニスに分散することができる。
　本発明においては、ソルトミリング時に上記iii）有機溶剤にiv）少なくとも一部可溶
な樹脂を使用することにより、さらに微細で、表面がiv）少なくとも一部可溶な樹脂によ
る被覆された、乾燥時の顔料の凝集が少ない加工顔料が得られる。
　乾燥凝集を防ぐ方法として、上記スラリー中にアルカリ水溶液に溶解したアルカリ可溶
性樹脂を添加し、充分撹拌混合した後に塩酸又は硫酸等の酸性水溶液で中和して樹脂を顔
料に沈着させるか、塩化カルシウム又は塩化バリウム等の水溶性の多価金属塩の水溶液を
添加して樹脂を析出させて顔料に沈着さることにより、乾燥凝集を防ぐことも可能である
。
　なお、iv）高分子化合物を加えるタイミングは、ソルトミリング工程の初期にすべてを
添加してもよく、分割して添加してもよい。
【００１５】
＜ｉ）（Ａ）顔料＞
　本発明で用いる顔料としては、従来公知の種々の無機顔料又は有機顔料を適宜選択して
用いることができる。顔料の粒子サイズとしては、硬化性着色組成物が好適に用いられる
カラーフィルタが、高透過率であることが好ましいこと等を考慮すると、有機顔料が好ま
しく、また、なるべく粒子サイズの小さいものを使用することが好ましい。顔料分散液及
びこれを含有する硬化性着色組成物のハンドリング性を考慮すると、顔料の平均１次粒子
径としては、１００ｎｍ以下が好ましく、３０ｎｍ以下がより好ましく、５～２５ｎｍが
最も好ましい。該粒径が前記範囲内であると、透過率が高く、色特性が良好であるととも
、高いコントラストのカラーフィルタを形成するのに有効である。平均１次粒子径は、Ｓ
ＥＭあるいはＴＥＭで観察し、粒子が凝集していない部分で粒子サイズを１００個計測し
、平均値を算出することによって求める。
　前記無機顔料としては、金属酸化物、金属錯塩等で示される金属化合物を挙げることが
でき、具体的には、鉄、コバルト、アルミニウム、カドミウム、鉛、銅、チタン、マグネ
シウム、クロム、亜鉛、アンチモン等の金属酸化物、及び前記金属の複合酸化物を挙げる
ことができる。
【００１６】
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　前記有機顔料としては、例えば、
　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｒｅｄ　1、２、３、４、５、６、７、９、１０、１４、１
７、２２、２３、３１、３８、４１、４８：１、４８：２、４８：３、４８：４、４９、
４９：１、４９：２、５２：１、５２：２、５３：１、５７：１、６０：１、６３：１、
６６、６７、８１：１、８１：２、８１：３、８３、８８、９０、１０５、１１２、１１
９、１２２、１２３、１４４、１４６、１４９、１５０、１５５、１６６、１６８、１６
９、１７０、１７１、１７２、１７５、１７６、１７７、１７８、１７９、１８４、１８
５、１８７、１８８、１９０、２００、２０２、２０６、２０７、２０８、２０９、２１
０、２１６、２２０、２２４、２２６、２４２、２４６、２５４、２５５、２６４、２７
０、２７２、２７９；
　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ １、２、３、４、５、６、１０、１１、１２
、１３、１４、１５、１６、１７、１８、２０、２４、３１、３２、３４、３５、３５：
１、３６、３６：１、３７、３７：１、４０、４２、４３、５３、５５、６０、６１、６
２、６３、６５、７３、７４、７７、８１、８３、８６、９３、９４、９５、９７、９８
、１００、１０１、１０４、１０６、１０８、１０９、１１０、１１３、１１４、１１５
、１１６、１１７、１１８、１１９、１２０、１２３、１２５、１２６、１２７、１２８
、１２９、１３７、１３８、１３９、１４７、１４８、１５０、１５１、１５２、１５３
、１５４、１５５、１５６、１６１、１６２、１６４、１６６、１６７、１６８、１６９
、１７０、１７１、１７２、１７３、１７４、１７５、１７６、１７７、１７９、１８０
、１８１、１８２、１８５、１８７、１８８、１９３、１９４、１９９、２１３、２１４
；
　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｏｒａｎｇｅ ２、５、１３、１６、１７：１、３１、３４
、３６、３８、４３、４６、４８、４９、５１、５２、５５、５９、６０、６１、６２、
６４、７１、７３；
　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｇｒｅｅｎ　７、１０、３６、３７；
　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｌｕｅ　１、２、１５、１５：１、１５：２、１５：３、
１５：４、１５：６、１６、２２、６０、６４、６６、７９、７９のＣｌ置換基をＯＨに
変更したもの、８０；
　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｖｉｏｌｅｔ　１、１９、２３、２７、３２、３７、４２；
　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｒｏｗｎ　２５、２８；
　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｌａｃｋ　１、７　等を挙げることができる。
【００１７】
　これらの中で好ましく用いることができる顔料として、以下のものを挙げることができ
る。但し、本発明においてはこれらに限定されるものではない。
　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　１１、２４、１０８、１０９、１１０、１３
８、１３９、１５０、１５１、１５４、１６７、１８０、１８５；
　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｏｒａｎｇｅ　３６、７１；
　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｒｅｄ　１２２、１５０、１７１、１７５、１７７、２０９
、２２４、２４２、２５４、２５５、２６４；
　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｖｉｏｌｅｔ　１９、２３、３２；
　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｌｕｅ　１５：１、１５：３、１５：６、１６、２２、６
０、６６；
　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｇｒｅｅｎ　７、３６、３７；
　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｌａｃｋ　１、７。
【００１８】
　これら有機顔料は、単独若しくは色純度を上げるため種々組合わせて用いることができ
る。上記の組合わせの具体例を以下に示す。例えば、赤の顔料として、アントラキノン系
顔料、ペリレン系顔料、ジケトピロロピロール系顔料単独又はそれらの少なくとも１種と
、ジスアゾ系黄色顔料、イソインドリン系黄色顔料、キノフタロン系黄色顔料又はペリレ
ン系赤色顔料、アントラキノン系赤色顔料、ジケトピロロピロール系赤色顔料と、の混合



(7) JP 2010-83997 A 2010.4.15

10

20

30

40

50

等を用いることができる。例えば、アントラキノン系顔料としては、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅ
ｎｔ　Ｒｅｄ　１７７が挙げられ、ペリレン系顔料としては、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　
Ｒｅｄ　１５５、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｒｅｄ　２２４が挙げられ、ジケトピロロピ
ロール系顔料としては、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｒｅｄ　２５４が挙げられ、色再現性
の点でＣ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　８３、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌ
ｌｏｗ　１３９又はＣ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｒｅｄ　１７７との混合が好ましい。
　また、赤色顔料と他顔料との重量比は、１００：５～１００：８０が好ましい。赤色顔
料と他顔料との重量比が１００：５以上であると、４００ｎｍ～５００ｎｍの光透過を抑
制することができ、高い色純度を得ることができるので好ましい。また、１００：８０以
下であると、発色力に優れるので好ましい。特に、上記重量比としては、１００：１０～
１００：６５の範囲が最適である。なお、赤色顔料同士の組合わせの場合は、色度に合わ
せて調整することができる。
【００１９】
　また、緑の顔料としては、ハロゲン化フタロシアニン系顔料を１種単独で、又は、これ
とジスアゾ系黄色顔料、キノフタロン系黄色顔料、アゾメチン系黄色顔料若しくはイソイ
ンドリン系黄色顔料との混合を用いることができる。例えば、このような例としては、Ｃ
．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｇｒｅｅｎ　７、３６、３７とＣ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌ
ｌｏｗ　８３、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　１３８、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎ
ｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　１３９、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　１５０、Ｃ．Ｉ．
Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　１８０又はＣ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　１
８５との混合が好ましい。緑顔料と黄色顔料との重量比は、１００：５～１００：２００
が好ましい。上記重量比が１００：５以上であると、４００～４５０ｎｍの光透過率を抑
制することができ、高い色純度を得ることができるので好ましい。また、１００：２００
以下であると、主波長が長波長よりとならず、ＮＴＳＣ目標色相からのずれが小さいので
好ましい。上記重量比としては１００：２０～１００：１５０の範囲が特に好ましい。
【００２０】
　青の顔料としては、フタロシアニン系顔料を１種単独で、又は、これとジオキサジン系
紫色顔料との混合を用いることができる。特に好適な例として、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ
　Ｂｌｕｅ　１５：６とＣ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｖｉｏｌｅｔ　２３との混合を挙げる
ことができる。
　青色顔料と紫色顔料との重量比は、１００：０～１００：１００が好ましく、より好ま
しくは１００：７０以下である。
【００２１】
　また、ブラックマトリックス用途に好適な顔料としては、カーボンブラック、グラファ
イト、チタンブラック、酸化鉄、酸化チタンを単独又は混合して用いることができ、カー
ボンブラックとチタンブラックとの組合わせが好ましい。
　また、カーボンブラックとチタンブラックとの重量比は、１００：０～１００：６０の
範囲が好ましい。１００：６０以下であると、分散安定性が良好である。
【００２２】
＜ii）水溶性の無機塩＞
　本発明に用いられる水溶性の無機塩は、水に溶解するものであれば特に限定されず、塩
化ナトリウム、塩化バリウム、塩化カリウム、硫酸ナトリウム等を用いることができるが
、価格の点から塩化ナトリウム又は硫酸ナトリウムを用いるのが好ましい。
　ソルトミリングする際に用いる無機塩の量は、処理効率と生産効率の両面から、顔料（
好ましくは有機顔料）の１～３０重量倍、特に５～２５重量倍であることが好ましい。顔
料に対する無機塩の量比が大きいほど微細化効率が高いが、１回の顔料の処理量が少なく
なるためである。
【００２３】
＜iii）実質的にii）を溶解しない少量の水溶性の有機溶剤（水溶性有機溶剤）＞
　水溶性有機溶剤は、顔料（好ましくは有機顔料）、無機塩を湿潤する働きをするもので
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あり、水に溶解（混和）し、かつ、用いる無機塩を実質的に溶解しないものであれば特に
限定されない。但し、ソルトミリング時に温度が上昇し、溶剤が蒸発し易い状態になるた
め、安全性の点から、沸点１２０℃以上の高沸点溶剤が好ましい。水溶性有機溶剤として
は、例えば、２－メトキシエタノール、２－ブトキシエタノール、２－（イソペンチルオ
キシ）エタノール、２－（ヘキシルオキシ）エタノール、エチレングリコール、ジエチレ
ングリコール、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ジエチレングリコールモノエ
チルエーテルアセテート、ジエチレングリコールモノブチルエーテル、トリエチレングリ
コール、トリエチレングリコールモノメチルエーテル、液状のポリエチレングリコール、
１－メトキシ－２－プロパノール、１－エトキシ－２－プロパノール、ジプロピレングリ
コール、ジプロピレングリコールモノメチルエーテル、ジプロピレングリコールモノエチ
ルエーテル、液状のポリプロピレングリコール等が用いられる。
【００２４】
　水溶性有機溶剤の添加量としては、無機塩に対して５重量％～５０重量％が好ましい。
より好ましくは無機塩に対して１０重量％～４０重量％であり、最適には無機塩に対して
１５重量％～３５重量％である。添加量が５重量％以上であると、均一に混練できるので
好ましく、また、粒子サイズの分布が狭くなるので好ましい。添加量が５０重量％以下で
あると、混練組成物が適度な粘度となり、混練組成物にシェアをかけることができ、十分
な微細化効果を得ることができるので好ましい。
　iii）水溶性有機溶剤はソルトミリング初期に全てを添加してもよいし、分割して添加
してもよい。また、水溶性有機溶剤は単独で使用してもよいし、２種以上を併用すること
もできる。
【００２５】
＜iv）高分子化合物＞
　本発明において、高分子化合物は、酸基を有する単量体に由来する単量体単位を含むこ
とが好ましい。高分子化合物が酸基を有する単量体に由来する単量体単位を含むことで、
硬化性着色組成物に適用した場合において、未露光部の現像除去性に優れるので好ましい
。
　酸基を有する単量体としては、アクリル酸、メタクリル酸、クロトン酸、α－クロルア
クリル酸、ケイ皮酸等の不飽和モノカルボン酸類；マレイン酸、無水マレイン酸、フマル
酸、イタコン酸、無水イタコン酸、シトラコン酸、無水シトラコン酸、メサコン酸等の不
飽和ジカルボン酸又はその無水物類；３価以上の不飽和多価カルボン酸又はその無水物類
；コハク酸モノ（２－アクリロイロキシエチル）、コハク酸モノ（２－メタクリロイロキ
シエチル）、フタル酸モノ（２－アクリロイロキシエチル）、フタル酸モノ（２－メタク
リロイロキシエチル）等の２価以上の多価カルボン酸のモノ〔（メタ）アクリロイロキシ
アルキル〕エステル類；ω－カルボキシ－ポリカプロラクトンモノアクリレート、ω－カ
ルボキシ－ポリカプロラクトンモノメタクリレート等の両末端カルボキシポリマーのモノ
（メタ）アクリレート類等を挙げることができる。本発明において、高分子化合物は、酸
基を有する単量体に由来する共重合単位を、１種のみ含むものであってもよいし、２種以
上を含んでもよい。
【００２６】
　本発明において、高分子化合物の酸基を有する単量体に由来する単量体単位の含有量は
、好ましくは酸価が５０～２００ｍｇＫＯＨ／ｇとなる範囲であり、より好ましくは８０
～２００ｍｇＫＯＨ／ｇであり、さらに好ましくは９０～１８０ｍｇＫＯＨ／ｇである。
すなわち、現像液中での析出物の生成抑制という点では、酸基を有する単量体に由来する
単量体単位の含有量は酸価が５０ｍｇＫＯＨ／ｇ以上の範囲となるものであることが好ま
しい。また、酸価が２００ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であると、酸基間の凝集が弱く、顔料間の
凝集を生じることなく、分散性が良好であるので好ましい。顔料の１次粒子の凝集体であ
る２次凝集体の生成を効果的に抑制、あるいは、２次凝集体の凝集力を効果的に弱めるた
めには、酸基を有する単量体に由来する単量体単位の含有量は上記範囲が好ましい。
【００２７】
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　本発明において、さらに、共重合可能なビニルモノマーに由来する共重合単位を含んで
いてもよい。
　ここで使用可能なビニルモノマーとしては、特に制限されないが、例えば、（メタ）ア
クリル酸エステル類、クロトン酸エステル類、ビニルエステル類、マレイン酸ジエステル
類、フマル酸ジエステル類、イタコン酸ジエステル類、（メタ）アクリルアミド類、ビニ
ルエーテル類、ビニルアルコールのエステル類、スチレン類、（メタ）アクリロニトリル
等が好ましい。このようなビニルモノマーの具体例としては、例えば以下のような化合物
が挙げられる。なお、本明細書において「アクリル、メタクリル」のいずれかあるいは双
方を示す場合「（メタ）アクリル」と記載することがある。
【００２８】
　（メタ）アクリル酸エステル類の例としては、（メタ）アクリル酸メチル、（メタ）ア
クリル酸エチル、（メタ）アクリル酸ｎ－プロピル、（メタ）アクリル酸イソプロピル、
（メタ）アクリル酸ｎ－ブチル、（メタ）アクリル酸イソブチル、（メタ）アクリル酸ｔ
－ブチル、（メタ）アクリル酸ｎ－ヘキシル、（メタ）アクリル酸シクロヘキシル、（メ
タ）アクリル酸ｔ－ブチルシクロヘキシル、（メタ）アクリル酸２－エチルヘキシル、（
メタ）アクリル酸ｔ－オクチル、（メタ）アクリル酸ドデシル、（メタ）アクリル酸オク
タデシル、（メタ）アクリル酸アセトキシエチル、（メタ）アクリル酸フェニル、（メタ
）アクリル酸２－ヒドロキシエチル、（メタ）アクリル酸２－メトキシエチル、（メタ）
アクリル酸２－エトキシエチル、（メタ）アクリル酸２－（２－メトキシエトキシ）エチ
ル、（メタ）アクリル酸３－フェノキシ－２－ヒドロキシプロピル、（メタ）アクリル酸
ベンジル、（メタ）アクリル酸ジエチレングリコールモノメチルエーテル、（メタ）アク
リル酸ジエチレングリコールモノエチルエーテル、（メタ）アクリル酸トリエチレングリ
コールモノメチルエーテル、（メタ）アクリル酸トリエチレングリコールモノエチルエー
テル、（メタ）アクリル酸ポリエチレングリコールモノメチルエーテル、（メタ）アクリ
ル酸ポリエチレングリコールモノエチルエーテル、（メタ）アクリル酸β－エチル、（メ
タ）アクリル酸ノニルフェノキシポリエチレングリコール、（メタ）アクリル酸ジシクロ
ペンテニル、（メタ）アクリル酸ジシクロペンテニルオキシエチル、（メタ）アクリル酸
トリフルオロエチル、（メタ）アクリル酸オクタフルオロペンチル、（メタ）アクリル酸
パーフルオロクチルエチル、（メタ）アクリル酸ジシクロペンタニル、（メタ）アクリル
酸トリブロモフェニル、（メタ）アクリル酸トリブロモフェニルオキシエチル等が挙げら
れる。
【００２９】
　クロトン酸エステル類の例としては、クロトン酸ブチル、及びクロトン酸ヘキシル等が
挙げられる。
　ビニルエステル類の例としては、ビニルアセテート、ビニルプロピオネート、ビニルブ
チレート、ビニルメトキシアセテート、及び安息香酸ビニル等が挙げられる。
　マレイン酸ジエステル類の例としては、マレイン酸ジメチル、マレイン酸ジエチル、及
びマレイン酸ジブチル等が挙げられる。
　フマル酸ジエステル類の例としては、フマル酸ジメチル、フマル酸ジエチル、及びフマ
ル酸ジブチル等が挙げられる。
　イタコン酸ジエステル類の例としては、イタコン酸ジメチル、イタコン酸ジエチル、及
びイタコン酸ジブチル等が挙げられる。
【００３０】
　（メタ）アクリルアミド類としては、（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メチル（メタ）ア
クリルアミド、Ｎ－エチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－プロピル（メタ）アクリルアミ
ド、Ｎ－イソプロピル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ｎ－ブチルアクリル（メタ）アミド
、Ｎ－ｔ－ブチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－シクロヘキシル（メタ）アクリルアミド
、Ｎ－（２－メトキシエチル）（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル（メタ）アク
リルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－フェニル（メタ）アクリル
アミド、Ｎ－ベンジル（メタ）アクリルアミド、（メタ）アクリロイルモルホリン、ジア
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セトンアクリルアミド等が挙げられる。
【００３１】
　ビニルエーテル類の例としては、メチルビニルエーテル、ブチルビニルエーテル、ヘキ
シルビニルエーテル、及びメトキシエチルビニルエーテル等が挙げられる。
　スチレン類の例としては、スチレン、メチルスチレン、ジメチルスチレン、トリメチル
スチレン、エチルスチレン、イソプロピルスチレン、ブチルスチレン、ヒドロキシスチレ
ン、メトキシスチレン、ブトキシスチレン、アセトキシスチレン、クロロスチレン、ジク
ロロスチレン、ブロモスチレン、クロロメチルスチレン、酸性物質により脱保護可能な基
（例えばｔ－Ｂｏｃ等）で保護されたヒドロキシスチレン、ビニル安息香酸メチル、及び
α－メチルスチレン等が挙げられる。
【００３２】
　本発明において、iv）高分子化合物の好ましい分子量は、重量平均分子量（Ｍｗ）で１
，０００～１００，０００の範囲、数平均分子量（Ｍｎ）で４００～５０，０００の範囲
である。重量平均分子量（Ｍｗ）で５，０００～５０，０００の範囲、数平均分子量（Ｍ
ｎ）で２，０００～３０，０００の範囲であることがより好ましく、重量平均分子量（Ｍ
ｗ）で８，０００～３０，０００の範囲、数平均分子量（Ｍｎ）で４，０００～１２，０
００の範囲であることがさらに好ましい。
　すなわち、顔料の１次粒子の凝集体である２次凝集体の生成を効果的に抑制、あるいは
、２次凝集体の凝集力を効果的に弱めるための観点からは、高分子化合物の重量平均分子
量（Ｍｗ）は１，０００以上であることが好ましい。また、顔料分散液を含有する硬化性
着色組成物によりカラーフィルタを製造する際の現像性の観点からは、高分子化合物の重
量平均分子量（Ｍｗ）は１００，０００以下であることが好ましい。
　また、顔料加工工程において、iv）高分子化合物の含有量としては重量比で、ｉ）顔料
：iv）高分子化合物＝１：０．０１～１：２が好ましく、より好ましくは、１：０．０５
～１：１であり、さらに好ましくは、１：０．１～１：０．６である。
【００３３】
　該iv）高分子化合物は、例えば、酸基を有する単量体と、重合性オリゴマー（マクロモ
ノマー）と、共重合成分として他のラジカル重合性化合物とを用い、通常のラジカル重合
法によって製造することができる。一般的には、懸濁重合法あるいは溶液重合法等を用い
る。このような重合体を合成する際に用いられる溶媒としては、例えば、エチレンジクロ
リド、シクロヘキサノン、メチルエチルケトン、アセトン、メタノール、エタノール、プ
ロパノール、ブタノール、エチレングリコールモノメチルエーテル、エチレングリコール
モノエチルエーテル、２－メトキシエチルアセテート、１－メトキシ－２－プロパノール
、１－メトキシ－２－プロピルアセテート、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジ
メチルアセトアミド、ジメチルスルホキシド、トルエン、酢酸エチル、乳酸メチル、乳酸
エチル等が挙げられる。これらの溶媒は単独あるいは２種以上混合してもよい。
　該ラジカル重合の際、ラジカル重合開始剤を使用することができ、また、さらに連鎖移
動剤（例えば、２－メルカプトエタノール及びドデシルメルカプタン）を使用することが
できる。
【００３４】
　本発明において、加工顔料は、有機顔料等のｉ）顔料粒子がiv）高分子化合物で被覆さ
れていることが好ましい。
　また必要に応じて、上述の高分子化合物の他に、他の化合物を同時に使用してもよい。
好ましくは室温において固体であり、水不溶性で、かつソルトミリング時の湿潤剤に用い
る水溶性有機溶剤に少なくとも一部可溶であることが好ましく、天然樹脂、変性天然樹脂
、合成樹脂、天然樹脂で変性された合成樹脂等が用いられる。
　乾燥した処理顔料を用いる場合には、用いる化合物は室温で固体であることが好ましい
。天然樹脂としてはロジンが代表的であり、変性天然樹脂としては、ロジン誘導体、繊維
素誘導体、ゴム誘導体、タンパク誘導体及びそれらのオリゴマーが挙げられる。合成樹脂
としては、エポキシ樹脂、アクリル樹脂、マレイン酸樹脂、ブチラール樹脂、ポリエステ
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ル樹脂、メラミン樹脂、フェノール樹脂、ポリウレタン樹脂等が挙げられる。天然樹脂で
変性された合成樹脂としては、ロジン変性マレイン酸樹脂、ロジン変性フェノール樹脂等
が挙げられる。
【００３５】
　合成樹脂としては、ポリアミドアミンとその塩、ポリカルボン酸とその塩、高分子量不
飽和酸エステル、ポリウレタン、ポリエステル、ポリ（メタ）アクリレート、（メタ）ア
クリル系共重合体、ナフタレンスルホン酸ホルマリン縮合物が挙げられる。
【００３６】
　このようにして得られた加工顔料は、顔料表面が前記高分子化合物により被覆され、有
機溶剤に浸漬した場合でも遊離し難いことから、分散性及び分散安定性に優れた加工顔料
となり、その応用範囲は広く、特に、顔料分散液の調製に有用である。
【００３７】
（顔料洗浄工程）
　本発明において、上記のようにして得られたスラリーを濾過、水洗し、必要に応じて乾
燥することが好ましい。
　本発明は、前記顔料洗浄の際に、イオン交換水を使用するものであり、イオン交換水の
作製に使用するイオン交換樹脂としては、オルガノ（株）製カチオン・アニオン混合イオ
ン交換樹脂ＥＧ－４－ＨＧ、ＥＧ－５－ＨＧ、ＥＳＧ－１、ＥＳＧ－２；栗田工業（株）
製イオン交換樹脂ＤＲ－ＵＭ１等が例示できるがこれに限定されるものではない。
　これらのイオン交換水の金属含有量は少ないことが好ましく、ナトリウム（Ｎａ）、カ
リウム（Ｋ）、カルシウム（Ｃａ）の含有量がそれぞれ１ｐｐｂ以下であることが好まし
い。
　金属含有量の少ないイオン交換水を用いて洗浄することにより、顔料分散液の金属含有
量が低下し、これによって歩留まりのよいカラーフィルタ及び画像撮像素子を得ることが
できるので好ましい。
【００３８】
（顔料分散工程）
　次に、顔料分散工程について説明する。
　本発明において、顔料分散液は、上記加工顔料を有機溶剤中に分散してなることが好ま
しい。
　また、本発明において、加工顔料を有機溶剤中に分散する際、顔料誘導体、分散剤を適
宜必要に応じて使用することも好ましい態様である
【００３９】
＜有機溶剤＞
　顔料分散液における溶剤としては、有機溶剤であれば特に制限はなく、公知のものの中
から適宜選択することができ、例えば、１－メトキシ－２－プロピルアセテート、１－メ
トキシ－２－プロパノール、エチレングリコールモノメチルエーテル、エチレングリコー
ルモノエチルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテル、プロピレングリコー
ルモノエチルエーテル、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、エチレングリコール
モノエチルエーテル等の（ポリ）アルキレングリコールモノアルキルエーテル及びこれら
の酢酸エステル類；酢酸エチル、酢酸ｎ－プロピル、酢酸ｉ－プロピル、酢酸ｎ－ブチル
、酢酸ｉ－ブチル等の酢酸エステル類；ベンゼン、トルエン、キシレン等の芳香族炭化水
素類；メチルエチルケトン、アセトン、メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノン等の
ケトン類；エタノール、プロパノール、ブタノール、ヘキサノール、シクロヘキサノール
、エチレングリコール、ジエチレングリコール、グリセリン等のアルコール類、等が挙げ
られる。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。これらの
中でも、アルキレングリコールモノアルキルエーテル類、及びその酢酸エステル類、酢酸
エステル類、メチルエチルケトン、等が好ましい。
【００４０】
　顔料分散工程における溶剤の含有量は、顔料分散液の用途等に応じて適宜選択される。
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取り扱い性の観点から、顔料及び顔料分散剤を含む固形分濃度が５～５０重量％となるよ
うに含有することが好ましい。
【００４１】
＜顔料誘導体＞
　顔料分散工程において、必要に応じて、顔料誘導体が添加される。分散剤と親和性のあ
る部分、あるいは極性基を導入した顔料誘導体を顔料表面に吸着させ、これを分散剤の吸
着点として用いることで、顔料を微細な粒子として硬化性着色組成物中に分散させ、その
再凝集を防止することができ、コントラストが高く、透明性に優れたカラーフィルタを構
成するのに有効である。
【００４２】
　顔料誘導体は、具体的には有機顔料を母体骨格とし、側鎖に酸性基や塩基性基、芳香族
基を置換基として導入した化合物である。有機顔料は、具体的には、キナクリドン系顔料
、フタロシアニン系顔料、アゾ系顔料、キノフタロン系顔料、イソインドリン系顔料、イ
ソインドリノン系顔料、キノリン顔料、ジケトピロロピロール顔料、ベンゾイミダゾロン
顔料等が挙げられる。一般に、色素と呼ばれていないナフタレン系、アントラキノン系、
トリアジン系、キノリン系等の淡黄色の芳香族多環化合物も含まれる。色素誘導体として
は、特開平１１－４９９７４号公報、特開平１１－１８９７３２号公報、特開平１０－２
４５５０１号公報、特開２００６－２６５５２８号公報、特開平８－２９５８１０号公報
、特開平１１－１９９７９６号公報、特開２００５－２３４４７８号公報、特開２００３
－２４０９３８号公報、特開２００１－３５６２１０号公報等に記載されているものを使
用できる。
【００４３】
　顔料誘導体の顔料分散液中における含有量としては、顔料の重量に対して、１～３０重
量％が好ましく、３～２０重量％がより好ましい。該含有量が前記範囲内であると、粘度
を低く抑えながら、分散を良好に行えると共に、分散後の分散安定性を向上させることが
でき、透過率が高く優れた色特性が得られ、カラーフィルタを作製するときには良好な色
特性を有する高コントラストに構成することができる。
【００４４】
＜分散剤＞
　顔料の分散性をより向上させる目的で、従来から公知の顔料分散剤や界面活性剤等の分
散剤、その他成分を加えることもできる。
　公知の分散剤（顔料分散剤）としては、高分子分散剤（例えば、ポリアミドアミンとそ
の塩、ポリカルボン酸とその塩、高分子量不飽和酸エステル、変性ポリウレタン、変性ポ
リエステル、変性ポリ（メタ）アクリレート、（メタ）アクリル系共重合体、ナフタレン
スルホン酸ホルマリン縮合物）、及び、ポリオキシエチレンアルキルリン酸エステル、ポ
リオキシエチレンアルキルアミン、アルカノールアミン、顔料誘導体等を挙げることがで
きる。
　高分子分散剤は、その構造から、さらに直鎖状高分子、末端変性型高分子、グラフト型
高分子、ブロック型高分子に分類することができる。
【００４５】
　高分子分散剤は顔料の表面に吸着し、再凝集を防止するように作用する。そのため、顔
料表面へのアンカー部位を有する末端変性型高分子、グラフト型高分子、ブロック型高分
子が好ましい構造として挙げることができる。一方で、顔料誘導体は顔料表面を改質する
ことで、高分子分散剤の吸着を促進させる効果を有する。
【００４６】
〔ブロック型高分子〕
　ブロック型高分子としては、特に限定されないが、顔料吸着ブロックと、顔料に吸着し
ないブロックとからなるブロック型高分子が挙げられる。
　顔料吸着ブロックを構成する単量体としては、特に制限されないが、例えば、顔料に吸
着し得る官能基を有するモノマーが挙げられる。具体的には、有機色素構造あるいは複素
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を挙げることができる。
【００４７】
　有機色素構造あるいは複素環構造を有するモノマーとしては、例えば、フタロシアニン
系、不溶性アゾ系、アゾレーキ系、アントラキノン系、キナクリドン系、ジオキサジン系
、ジケトピロロピロール系、アントラピリジン系、アンサンスロン系、インダンスロン系
、フラバンスロン系、ペリノン系、ペリレン系、チオインジゴ系の色素構造や、例えば、
チオフェン、フラン、キサンテン、ピロール、ピロリン、ピロリジン、ジオキソラン、ピ
ラゾール、ピラゾリン、ピラゾリジン、イミダゾール、オキサゾール、チアゾール、オキ
サジアゾール、トリアゾール、チアジアゾール、ピラン、ピリジン、ピペリジン、ジオキ
サン、モルホリン、ピリダジン、ピリミジン、ピペラジン、トリアジン、トリチアン、イ
ソインドリン、イソインドリノン、ベンズイミダゾロン、ベンゾチアゾール、コハクイミ
ド、フタルイミド、ナフタルイミド、ヒダントイン、インドール、キノリン、カルバゾー
ル、アクリジン、アクリドン、アントラキノン等の複素環構造を有するモノマーを挙げる
ことができる。より具体的には、特に制限されないが、以下のような構造のモノマーを挙
げることができる。
【００４８】
【化１】

【００４９】
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【化２】

【００５０】
　酸性基を有するモノマーの例としては、カルボキシル基を有するビニルモノマーやスル
ホン酸基を有するビニルモノマーが挙げられる。
　カルボキシル基を有するビニルモノマーとして、（メタ）アクリル酸、ビニル安息香酸
、マレイン酸、マレイン酸モノアルキルエステル、フマル酸、イタコン酸、クロトン酸、
ケイ皮酸、アクリル酸ダイマー等が挙げられる。また、２－ヒドロキシエチル（メタ）ア
クリレート等の水酸基を有する単量体と無水マレイン酸や無水フタル酸、シクロヘキサン
ジカルボン酸無水物のような環状無水物との付加反応物、ω－カルボキシ－ポリカプロラ
クトンモノ（メタ）アクリレート等も利用できる。また、カルボキシル基の前駆体として
無水マレイン酸、無水イタコン酸、無水シトラコン酸等の無水物含有モノマーを用いても
よい。なお、これらのうちでは、共重合性やコスト、溶解性等の観点から（メタ）アクリ
ル酸が特に好ましい。
【００５１】
　また、スルホン酸基を有するビニルモノマーとして、２－アクリルアミド－２－メチル
プロパンスルホン酸等が挙げられ、リン酸基を有するビニルモノマーとして、リン酸モノ
（２－アクリロイルオキシエチルエステル）、リン酸モノ（１－メチル－２－アクリロイ
ルオキシエチルエステル）等が挙げられる。
【００５２】
　塩基性窒素原子を有するモノマーとして、複素環を有するモノマーとしては、ビニルピ
リジン、ビニルイミダゾール、ビニルトリアゾール等が挙げられ、（メタ）アクリル酸エ
ステルとしては、（メタ）アクリル酸Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル、（メタ）アクリル
酸Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピル、（メタ）アクリル酸１－（Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノ
）－１，１－ジメチルメチル、（メタ）アクリル酸Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノヘキシル、（
メタ）アクリル酸Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノエチル、（メタ）アクリル酸Ｎ，Ｎ－ジイソプ
ロピルアミノエチル、（メタ）アクリル酸Ｎ，Ｎ－ジ－ｎ－ブチルアミノエチル、（メタ
）アクリル酸Ｎ，Ｎ－ジ－ｉ－ブチルアミノエチル、（メタ）アクリル酸モルホリノエチ
ル、（メタ）アクリル酸ピペリジノエチル、（メタ）アクリル酸１－ピロリジノエチル、
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（メタ）アクリル酸Ｎ，Ｎ－メチル－２－ピロリジルアミノエチル及び（メタ）アクリル
酸Ｎ，Ｎ－メチルフェニルアミノエチル等が挙げられ、（メタ）アクリルアミド類として
、Ｎ－（Ｎ’，Ｎ’－ジメチルアミノエチル）アクリルアミド、Ｎ－（Ｎ’，Ｎ’－ジメ
チルアミノエチル）メタクリルアミド、Ｎ－（Ｎ’，Ｎ’－ジエチルアミノエチル）アク
リルアミド、Ｎ－（Ｎ’，Ｎ’－ジエチルアミノエチル）メタクリルアミド、Ｎ－（Ｎ’
，Ｎ’－ジメチルアミノプロピル）アクリルアミド、Ｎ－（Ｎ’，Ｎ’－ジメチルアミノ
プロピル）メタクリルアミド、Ｎ－（Ｎ’，Ｎ’－ジエチルアミノプロピル）アクリルア
ミド、Ｎ－（Ｎ’，Ｎ’－ジエチルアミノプロピル）メタクリルアミド、２－（Ｎ，Ｎ－
ジメチルアミノ）エチル（メタ）アクリルアミド、２－（Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノ）エチ
ル（メタ）アクリルアミド、３－（Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノ）プロピル（メタ）アクリル
アミド、３－（Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノ）プロピル（メタ）アクリルアミド、１－（Ｎ，
Ｎ－ジメチルアミノ）－１，１－ジメチルメチル（メタ）アクリルアミド及び６－（Ｎ，
Ｎ－ジエチルアミノ）ヘキシル（メタ）アクリルアミド、モルホリノ（メタ）アクリルア
ミド、ピペリジノ（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メチル－２－ピロリジル（メタ）アクリ
ルアミド等が挙げられ、スチレン類としては、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノスチレン、Ｎ，Ｎ
－ジメチルアミノメチルスチレン等、が挙げられる。
【００５３】
　また、ウレア基、ウレタン基、配位性酸素原子を有する、炭素数４以上の炭化水素基、
アルコキシシリル基、エポキシ基、イソシアネート基、水酸基を有するモノマーを用いる
ことも可能である。具体的には、例えば、以下の構造のモノマーを挙げることができる。
【００５４】

【化３】

【００５５】
　さらに、イオン性官能基を含有するモノマーを利用することができる。イオン性ビニル
モノマー（アニオン性ビニルモノマー、カチオン性ビニルモノマー）の例としては、アニ
オン性ビニルモノマーとして、前記酸性基を有するビニルモノマーのアルカリ金属塩や、
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有機アミン（例えば、トリエチルアミン、ジメチルアミノエタノール等の３級アミン）と
の塩等が挙げられ、カチオン性ビニルモノマーとしては、前記含窒素ビニルモノマーを、
ハロゲン化アルキル（アルキル基：Ｃ１～１８、ハロゲン原子：塩素原子、臭素原子又は
ヨウ素原子）；塩化ベンジル、臭化ベンジル等のハロゲン化ベンジル；メタンスルホン酸
等のアルキルスルホン酸エステル（アルキル基：Ｃ１～１８）；ベンゼンスルホン酸、ト
ルエンスルホン酸等のアリールスルホン酸アルキルエステル（アルキル基：Ｃ１～１８）
；硫酸ジアルキル（アルキル基：Ｃ１～４）等で４級化させたもの、ジアルキルジアリル
アンモニウム塩等が挙げられる。
【００５６】
　顔料に吸着し得る官能基を有するモノマーは、分散する顔料の種類に応じて、適宜選択
することができ、これらは単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。
【００５７】
　顔料に吸着しないブロックを構成する単量体としては、特に制限されないが、例えば、
（メタ）アクリル酸エステル類、クロトン酸エステル類、ビニルエステル類、マレイン酸
ジエステル類、フマル酸ジエステル類、イタコン酸ジエステル類、（メタ）アクリルアミ
ド類、スチレン類、ビニルエーテル類、ビニルケトン類、オレフィン類、マレイミド類、
（メタ）アクリロニトリル等を挙げることができる。これらの単量体は単独で用いてもよ
く、２種以上を併用してもよい。アルカリ現像処理が必要な光硬化性組成物に適用する場
合には、上記の顔料に吸着しないブロックを構成する単量体と、酸性基を有するビニルモ
ノマーとを併用してもよい。
【００５８】
　（メタ）アクリル酸エステル類の例としては、（メタ）アクリル酸メチル、（メタ）ア
クリル酸エチル、（メタ）アクリル酸ｎ－プロピル、（メタ）アクリル酸イソプロピル、
（メタ）アクリル酸ｎ－ブチル、（メタ）アクリル酸イソブチル、（メタ）アクリル酸ｔ
－ブチル、（メタ）アクリル酸アミル、（メタ）アクリル酸ｎ－ヘキシル、（メタ）アク
リル酸シクロヘキシル、（メタ）アクリル酸ｔ－ブチルシクロヘキシル、（メタ）アクリ
ル酸２－エチルヘキシル、（メタ）アクリル酸ｔ－オクチル、（メタ）アクリル酸ドデシ
ル、（メタ）アクリル酸オクタデシル、（メタ）アクリル酸アセトキシエチル、（メタ）
アクリル酸フェニル、（メタ）アクリル酸４－ヒドロキシブチル、（メタ）アクリル酸２
－メトキシエチル、（メタ）アクリル酸２－エトキシエチル、（メタ）アクリル酸２－（
２－メトキシエトキシ）エチル、（メタ）アクリル酸２－クロロエチル、（メタ）アクリ
ル酸ビニル、（メタ）アクリル酸２－フェニルビニル、（メタ）アクリル酸１－プロペニ
ル、（メタ）アクリル酸アリル、（メタ）アクリル酸２－アリロキシエチル、（メタ）ア
クリル酸プロパルギル、（メタ）アクリル酸ベンジル、（メタ）アクリル酸ジエチレング
リコールモノメチルエーテル、（メタ）アクリル酸ジエチレングリコールモノエチルエー
テル、（メタ）アクリル酸トリエチレングリコールモノメチルエーテル、（メタ）アクリ
ル酸トリエチレングリコールモノエチルエーテル、（メタ）アクリル酸ポリエチレングリ
コールモノメチルエーテル、（メタ）アクリル酸ポリエチレングリコールモノエチルエー
テル、（メタ）アクリル酸β－フェノキシエトキシエチル、（メタ）アクリル酸ノニルフ
ェノキシポリエチレングリコール、（メタ）アクリル酸ジシクロペンテニル、（メタ）ア
クリル酸ジシクロペンテニルオキシエチル、（メタ）アクリル酸トリフルオロエチル、（
メタ）アクリル酸オクタフルオロペンチル、（メタ）アクリル酸パーフルオロクチルエチ
ル、（メタ）アクリル酸ジシクロペンタニル、（メタ）アクリル酸トリブロモフェニル、
（メタ）アクリル酸トリブロモフェニルオキシエチル、（メタ）アクリル酸γ－ブチロラ
クトン等が挙げられる。
【００５９】
　クロトン酸エステル類の例としては、クロトン酸ブチル、及びクロトン酸ヘキシル等が
挙げられる。
　ビニルエステル類の例としては、ビニルアセテート、ビニルクロロアセテート、ビニル
プロピオネート、ビニルブチレート、ビニルメトキシアセテート、及び安息香酸ビニル等
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が挙げられる。
　マレイン酸ジエステル類の例としては、マレイン酸ジメチル、マレイン酸ジエチル、及
びマレイン酸ジブチル等が挙げられる。
　フマル酸ジエステル類の例としては、フマル酸ジメチル、フマル酸ジエチル、及びフマ
ル酸ジブチル等が挙げられる。
　イタコン酸ジエステル類の例としては、イタコン酸ジメチル、イタコン酸ジエチル、及
びイタコン酸ジブチル等が挙げられる。
【００６０】
　（メタ）アクリルアミド類としては、（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メチル（メタ）ア
クリルアミド、Ｎ－エチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－プロピル（メタ）アクリルアミ
ド、Ｎ－イソプロピル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ｎ－ブチルアクリル（メタ）アミド
、Ｎ－ｔ－ブチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－シクロヘキシル（メタ）アクリルアミド
、Ｎ－（２－メトキシエチル）（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル（メタ）アク
リルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－フェニル（メタ）アクリル
アミド、Ｎ－ニトロフェニルアクリルアミド、Ｎ－エチル－Ｎ－フェニルアクリルアミド
、Ｎ－ベンジル（メタ）アクリルアミド、（メタ）アクリロイルモルホリン、ジアセトン
アクリルアミド、Ｎ－メチロールアクリルアミド、Ｎ－ヒドロキシエチルアクリルアミド
、ビニル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジアリル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－アリ
ル（メタ）アクリルアミド等が挙げられる。
【００６１】
　スチレン類の例としては、スチレン、メチルスチレン、ジメチルスチレン、トリメチル
スチレン、エチルスチレン、イソプロピルスチレン、ブチルスチレン、ヒドロキシスチレ
ン、メトキシスチレン、ブトキシスチレン、アセトキシスチレン、クロロスチレン、ジク
ロロスチレン、ブロモスチレン、クロロメチルスチレン、酸性物質により脱保護可能な基
（例えばｔ－Ｂｏｃ等）で保護されたヒドロキシスチレン、ビニル安息香酸メチル、及び
α－メチルスチレン等が挙げられる。
【００６２】
　ビニルエーテル類の例としては、メチルビニルエーテル、エチルビニルエーテル、２－
クロロエチルビニルエーテル、ヒドロキシエチルビニルエーテル、プロピルビニルエーテ
ル、ブチルビニルエーテル、ヘキシルビニルエーテル、オクチルビニルエーテル、メトキ
シエチルビニルエーテル及びフェニルビニルエーテル等が挙げられる。
　ビニルケトン類の例としては、メチルビニルケトン、エチルビニルケトン、プロピルビ
ニルケトン、フェニルビニルケトン等が挙げられる。
　オレフィン類の例としては、エチレン、プロピレン、イソブチレン、ブタジエン、イソ
プレン等が挙げられる。
　マレイミド類の例としては、マレイミド、ブチルマレイミド、シクロヘキシルマレイミ
ド、フェニルマレイミド等が挙げられる。
　（メタ）アクリロニトリルの例としては、メタクリロニトリル、アクリロニトリル等が
挙げられる。
【００６３】
　前記酸性基を有するビニルモノマーの例としては、カルボキシル基を有するビニルモノ
マーやスルホン酸基を有するビニルモノマーが挙げられる。
　カルボキシル基を有するビニルモノマーとして、（メタ）アクリル酸、ビニル安息香酸
、マレイン酸、マレイン酸モノアルキルエステル、フマル酸、イタコン酸、クロトン酸、
ケイ皮酸、アクリル酸ダイマー等が挙げられる。また、２－ヒドロキシエチル（メタ）ア
クリレート等の水酸基を有する単量体と無水マレイン酸や無水フタル酸、シクロヘキサン
ジカルボン酸無水物のような環状無水物との付加反応物、ω－カルボキシ－ポリカプロラ
クトンモノ（メタ）アクリレート等も利用できる。また、カルボキシル基の前駆体として
無水マレイン酸、無水イタコン酸、無水シトラコン酸等の無水物含有モノマーを用いても
よい。なお、これらのうちでは、共重合性やコスト、溶解性等の観点から（メタ）アクリ
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【００６４】
　また、スルホン酸基を有するビニルモノマーとして、２－アクリルアミド－２－メチル
プロパンスルホン酸等が挙げられ、リン酸基を有するビニルモノマーとして、リン酸モノ
（２－アクリロイルオキシエチルエステル）、リン酸モノ（１－メチル－２－アクリロイ
ルオキシエチルエステル）等が挙げられる。
　さらに、酸性基を有するビニルモノマーとして、フェノール性ヒドロキシ基を含有する
ビニルモノマーやスルホンアミド基を含有するビニルモノマー等も利用することができる
。
【００６５】
　本発明におけるブロック型高分子を得る方法としては、従来公知の方法が利用して得る
ことができる。例えば、リビング重合、イニファータ法等が知られており、さらに他の方
法として、顔料吸着基を有する単量体又は顔料吸着基を有しない単量体をラジカル重合す
る際に、チオールカルボン酸又は２－アセチルチオエチルエーテル、１０－アセチルチオ
デカンチオール等の分子内にチオエステルとチオール基とを含有する化合物を共存させて
重合して得られた重合体を水酸化ナトリウムやアンモニア等のアルカリで処理して、片末
端にチオール基を有する重合体とし、得られた片末端にチオール基を有する重合体の存在
下でもう一方のブロックの単量体成分をラジカル重合する方法も知られている。これらの
中でも、リビング重合が好適である。
【００６６】
　ブロック型高分子の重量平均分子量は、特に制限されないが、３，０００～１００，０
００の範囲とすることが好ましく、５，０００～５０，０００の範囲がより好ましい。重
量平均分子量が３，０００以上であると、安定化効果をより効果的に得ることができ、ま
た、重量平均分子量が１００，０００以下であると、より効果的に吸着して良好な分散性
を発揮することができる。
【００６７】
　ブロック型高分子としては、市販品を利用することも可能である。具体的な例としては
、ＤｉｓｐｅｒＢＹＫ－２０００、同－２００１（以上ＢＹＫ　Ｃｈｅｍｉｅ社製）、Ｅ
ＦＫＡ４３３０、同４３４０（以上ＥＦＫＡ社製）等を挙げることができる。
【００６８】
〔グラフト型高分子〕
　グラフト型高分子については、特に制限されないが、特開昭５４－３７０８２号公報、
特開昭６１－１７４９３９号公報等に記載のポリアルキレンイミンとポリエステル化合物
を反応させた化合物、特開平９－１６９８２１号公報に記載のポリアリルアミンの側鎖の
アミノ基をポリエステルで修飾した化合物、特開昭６０－１６６３１８号公報に記載のポ
リエステルポリオール付加ポリウレタン等が好適に挙げられ、さらに、特開平９－１７１
２５３号公報や、マクロモノマーの化学と工業（アイピーシー出版部、１９８９年）等に
あるように、重合性オリゴマー（以下、マクロモノマーと称する）を共重合成分とするグ
ラフト型高分子も好適に挙げることができる。
【００６９】
　グラフト型高分子の枝部としては、ポリスチレン、ポリエチレンオキシド、ポリプロピ
レンオキシド、ポリ（メタ）アクリル酸エステル、ポリカプロラクトン等が好適に挙げら
れるが、下記（５）で表される構成単位を枝部に少なくとも有するグラフト型高分子がよ
り好ましい。
【００７０】
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【化４】

【００７１】
　式（５）中、Ｒ74は、水素原子又は炭素原子数１～８のアルキル基を表し、Ｑはシアノ
基、炭素原子数６～３０のアリール基、又は、－ＣＯＯＲ75（ここで、Ｒ75は水素原子、
炭素原子数１～２２のアルキル基、炭素原子数６～３０のアリール基を表す。）を表す。
【００７２】
　式（５）中、Ｒ74で表されるアルキル基は置換基を有していてもよく、炭素原子数１～
６のアルキル基が好ましく、特にメチル基が好ましい。アルキル基の置換基としてはハロ
ゲン原子、カルボキシル基、アルコキシカルボニル基、アルコキシ基、等が挙げられる。
このようなアルキル基の具体的な例としては、メチル基、エチル基、ヘキシル基、オクチ
ル基、トリフルオロメチル基、カルボキシメチル基、メトキシカルボニルメチル基等が挙
げられる。このようなＲ74のうち、水素原子、メチル基が好ましい。
【００７３】
　式（５）中、Ｑで表されるアリール基は置換基を有していてもよく、炭素原子数６～２
０のアリール基が好ましく、特に炭素原子数６～１２のアリール基が好ましい。アリール
基の置換基としてはハロゲン原子、アルキル基、アルコキシ基、アルコキシカルボニル基
等が挙げられる。このようなアリール基の具体的な例としては、フェニル基、ナフチル基
、トリル基、キシリル基、プロピルフェニル基、ブチルフェニル基、オクチルフェニル基
、ドデシルフェニル基、メトキシフェニル基、エトキシフェニル基、ブトキシフェニル基
、デシルオキシフェニル基、クロロフェニル基、ジクロロフェニル基、ブロモフェニル基
、メトキシカルボニルフェニル基、エトキシカルボニルフェニル基、ブトキシカルボニル
フェニル基、等が挙げられる。このようなアリール基のうち、無置換アリール基、又は、
ハロゲン原子、アルキル基、若しくはアルコキシ基で置換されたアリール基が好ましく、
特に無置換アリール基、又は、アルキル基で置換されたアリール基が好ましい。
【００７４】
　式（５）のＱで表される－ＣＯＯＲ75中の、Ｒ75で表されるアルキル基は置換基を有し
ていてもよく、炭素原子数１～１２のアルキル基が好ましく、特に炭素原子数１～８のア
ルキル基が好ましい。アルキル基の置換基としてはハロゲン原子、アルケニル基、アリー
ル基、水酸基、アルコキシ基、アルコキシカルボニル基、アミノ基、アシルアミノ基、カ
ルバモイル基等が挙げられる。このようなアルキル基の具体的な例としては、メチル基、
エチル基、プロピル基、ブチル基、ヘプチル基、ヘキシル基、オクチル基、デシル基、ド
デシル基、トリデシル基、テトラデシル基、ヘキサデシル基、オクタデシル基、２－クロ
ロエチル基、２－ブロモエチル基、２－メトキシカルボニルエチル基、２－メトキシエチ
ル基、２－ブロモプロピル基、２－ブテニル基、２－ペンテニル基、３－メチル－２－ペ
ンテニル基、２－ヘキセニル基、４－メチル－２－ヘキセニル基、ベンジル基、フェネチ
ル基、３－フェニルプロピル基、ナフチルメチル基、２－ナフチルエチル基、クロロベン
ジル基、ブロモベンジル基、メチルベンジル基、エチルベンジル基、メトキシベンジル基
、ジメチルベンジル基、ジメトキシベンジル基、シクロヘキシル基、２－シクロヘキシル
エチル基、２－シクロペンチルエチル基、ビシクロ〔３．２．１〕オクト－２－イル基、
１－アダマンチル基、ジメチルアミノプロピル基、アセチルアミノエチル基、Ｎ，Ｎ－ジ
ブチルアミノカルバモイルメチル基等が挙げられる。このようなアルキル基のうち、無置
換アルキル基、又は、ハロゲン原子、アリール基、若しくは水酸基で置換されたアルキル
基が好ましく、特に無置換アルキル基が好ましい。
【００７５】
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　式（５）のＱで表される－ＣＯＯＲ75中の、Ｒ75で表されるアリール基は置換基を有し
ていてもよく、炭素原子数６～２０のアリール基が好ましく、特に炭素原子数６～１２の
アリール基が好ましい。アリール基の置換基としてはハロゲン原子、アルキル基、アルケ
ニル基、アルコキシ基、アルコキシカルボニル基、アシルアミノ基等が挙げられる。この
ようなアリール基の具体的な例としては、フェニル基、ナフチル基、トリル基、キシリル
基、プロピルフェニル基、ブチルフェニル基、オクチルフェニル基、ドデシルフェニル基
、メトキシフェニル基、エトキシフェニル基、ブトキシフェニル基、デシルオキシフェニ
ル基、クロロフェニル基、ジクロロフェニル基、ブロモフェニル基、メトキシカルボニル
フェニル基、エトキシカルボニルフェニル基、ブトキシカルボニルフェニル基、アセトア
ミドフェニル基、プロピオアミドフェニル基、ドデシロイルアミドフェニル基、等が挙げ
られる。このようなアリール基のうち、無置換アリール基、又は、ハロゲン原子、アルキ
ル基、若しくはアルコキシ基で置換されたアリール基が好ましく、特にアルキル基で置換
されたアリール基が好ましい。
【００７６】
　このようなＲ75のうち、水素原子、炭素原子数１～２２のアルキル基が好ましく、特に
、水素原子、炭素原子数１～１２のアルキル基が好ましい。
　このような式（５）で表される構成単位を枝部に少なくとも有するグラフト型高分子の
枝部の具体的な例としては、ポリメチル（メタ）アクリレート、ポリ－ｎ－ブチル（メタ
）アクリレート、ポリ－ｉ－ブチル（メタ）アクリレート、メチル（メタ）アクリレート
とベンジル（メタ）アクリレートとの共重合体、メチル（メタ）アクリレートとスチレン
との共重合体、メチル（メタ）アクリレートと（メタ）アクリル酸との共重合体、メチル
（メタ）アクリレートとアクリロニトリルとの共重合体等が挙げられる。
【００７７】
　式（５）で表される構成単位を枝部に少なくとも有するグラフト型高分子の合成には、
公知のいずれの方法を用いてもよい。
　具体的には、式（５）で表される構成単位を少なくとも有するマクロモノマーと、該マ
クロモノマーと共重合可能なエチレン性不飽和モノマーと、の共重合が挙げられる。
【００７８】
　式（５）で表される構成単位を少なくとも有するマクロモノマーのうち、好ましいもの
は下記式（６）で表されるものである。
【００７９】
【化５】

　式（６）中、Ｒ76は、水素原子又は炭素原子数１～８のアルキル基を表し、Ｗは単結合
又は、
【００８０】
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【化６】

【００８１】
（Ｚ1、Ｚ2は水素原子、ハロゲン原子、炭素原子数１～６のアルキル基、シアノ基、ヒド
ロキシ基を表し、Ｚ3は水素原子、炭素原子数１～１８のアルキル基、炭素原子数６～２
０のアリール基を表す。）等の原子団から選ばれた単独の連結基若しくは任意の組合わせ
で構成された連結基を表し、Ａは、前記した式（５）で表される構成単位を少なくとも有
する基を表す。
　このような式（６）で表されるマクロモノマーの具体的な例としては、以下に示すもの
が挙げられる。
【００８２】
【化７】

【００８３】
　前記構造におけるＡは、前記式（６）におけるＡと同義である。
　市販品として入手できるこのようなマクロモノマーとしては、片末端メタクリロイル化
ポリメチルメタクリレートオリゴマー（Ｍｎ＝６，０００、商品名：ＡＡ－６、東亞合成
（株）製）及び片末端メタクリロイル化ポリ－ｎ－ブチルアクリレートオリゴマー（Ｍｎ
＝６，０００、商品名：ＡＢ－６、東亞合成（株）製）、片末端メタクリロイル化ポリス
チレンオリゴマー（Ｍｎ＝６，０００、商品名：ＡＳ－６、東亞合成（株）製）を挙げる
ことができる。
【００８４】
　上記マクロモノマーの分子量としては、ポリスチレン換算の数平均分子量（Ｍｎ）が１
，０００～２０，０００であるのが好ましく、２，０００～１５，０００であるのがより
好ましい。上記数平均分子量が上記範囲内であると、顔料分散剤としての立体反発効果を
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より効果的に得ることができる。
【００８５】
　上記に記載したマクロモノマーと共重合可能なエチレン性不飽和モノマーとしては、顔
料の分散性、分散安定性を向上させるために、前記「顔料吸着ブロックを構成する単量体
」を用いることが好ましい。また、その他の共重合成分として、前記「顔料に吸着しない
ブロックを構成する単量体」を共重合させてもよい。
【００８６】
　上記グラフト型高分子の重量平均分子量は、特に制限されないが、３，０００～１００
，０００の範囲とすることが好ましく、５，０００～５０，０００の範囲がより好ましい
。重量平均分子量が３，０００以上であると、安定化効果をより効果的に得ることができ
、また、重量平均分子量が１００，０００以下であると、より効果的に吸着して良好な分
散性を発揮することができる。
【００８７】
　前記グラフト型高分子の市販品としては、ソルスパース２４０００、同２８０００、同
３２０００、同３８５００、同３９０００、同５５０００（以上ルーブリゾール社製）、
ＤｉｓｐｅｒＢＹＫ－１６１、同－１７１、同－１７４（以上ＢＹＫ　Ｃｈｅｍｉｅ社製
）等が挙げられる。
【００８８】
〔末端変性型高分子〕
　末端変性型高分子としては、例えば、特開平９－７７９９４号公報や、特開２００２－
２７３１９１号公報等に記載されているポリマーの末端に官能基を有する高分子を挙げる
ことができる。
【００８９】
　ポリマーの末端に官能基を有する高分子を合成する方法は、特に限定されないが、例え
ば、以下の方法及びこれらを組合わせた方法等を挙げることができる。
　１．官能基含有の重合開始剤を用いて重合（例えば、ラジカル重合、アニオン重合、カ
チオン重合等）で合成する方法
　２．官能基含有の連鎖移動剤を用いてラジカル重合で合成する方法
　ここで導入する官能基は、有機色素構造、複素環構造、酸性基、塩基性窒素原子を有す
る基、ウレア基、ウレタン基、配位性酸素原子を有する基、炭素数４以上の炭化水素基、
アルコキシシリル基、エポキシ基、イソシアネート基、水酸基及びイオン性官能基から選
択される部位等が挙げられる。また、これらの吸着部位に誘導できる官能基であっても構
わない。
【００９０】
　ポリマー末端に官能基を導入できる連鎖移動剤としては、例えば、メルカプト化合物（
例えばチオグリコール酸、チオリンゴ酸、チオサリチル酸、２－メルカプトプロピオン酸
、３－メルカプトプロピオン酸、３－メルカプト酪酸、Ｎ－（２－メルカプトプロピオニ
ル）グリシン、２－メルカプトニコチン酸、３－〔Ｎ－（２－メルカプトエチル）カルバ
モイル〕プロピオン酸、３－〔Ｎ－（２－メルカプトエチル）アミノ〕プロピオン酸、Ｎ
－（３－メルカプトプロピオニル）アラニン、２－メルカプトエタンスルホン酸、３－メ
カルプトプロパンスルホン酸、４－メルカプトブタンスルホン酸、２－メルカプトエタノ
ール、３－メルカプト－１，２－プロパンジオール、１－メルカプト－２－プロパノール
、３－メルカプト－２－ブタノール、メルカプトフェノール、２－メルカプトエチルアミ
ン、２－メカルプルイミダゾール、２－メルカプト－３－ピリジノール、ベンゼンチオー
ル、トルエンチオール、メルカプトアセトフェノン、ナフタレンチオール、ナフタレンメ
タンチオール等）又はこれらメルカプト化合物の酸化体であるジスルフィド化合物、及び
ハロゲン化合物（例えば、２－ヨードエタンスルホン酸、３－ヨードプロパンスルホン酸
等）が挙げられる。
【００９１】
　また、ポリマー末端に官能基を導入できる重合開始剤としては、例えば、２，２’－ア
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ゾビス（２－シアノプロパノール）、２，２’－アゾビス（２－シアノペンタノール）、
４，４’－アゾビス（４－シアノ吉草酸）、４，４’－アゾビス（４－シアノ吉草酸クロ
ライド）、２，２’－アゾビス〔２－（５－メチル－２－イミダゾリン－２－イル）プロ
パン〕、２，２’－アゾビス〔２－（２－イミダゾリン－２－イル）プロパン〕、２，２
’－アゾビス〔２－（３，４，５，６－テトラヒドロピリミジン－２－イル）プロパン〕
、２，２’－アゾビス｛２－〔１－（２－ヒドロキシエチル）－２－イミダゾリン－２－
イル〕プロパン｝、２，２’－アゾビス〔２－メチル－Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）－
プロピオンアミド〕等又はこれらの誘導体等が挙げられる。
【００９２】
　重合に用いられるモノマーとしては、例えば、ラジカル重合性モノマーとしては、前記
「顔料に吸着しないブロックを構成する単量体」を用いることができる。
【００９３】
　上記の末端変性型高分子の分子量としては、重量平均分子量１，０００～５０，０００
であることが好ましい。上記数平均分子量が１，０００以上であると、顔料分散剤として
の立体反発効果をより効果的に得ることができ、５０，０００以下であると、より効果的
に立体効果を抑制し、顔料への吸着の時間をより短縮できる。
【００９４】
　前記末端変性型高分子の市販品としては、ソルスパース３０００、同１７０００、同２
７０００（以上ルーブリゾール社製）等を挙げることができる。
　分散剤としては、グラフト型高分子、末端変性型高分子が好ましく、中でも有機色素構
造あるいは複素環構造を有する単量体に由来する共重合単位を含有するグラフト型高分子
、末端基として有機色素構造、複素環構造、酸性基、塩基性窒素原子を有する基、ウレア
基、又はウレタン基を有する末端変性型高分子が特に好ましい。
【００９５】
　分散剤の添加量は、高分子分散剤の場合は、顔料に対して、０．５～１００重量％とな
るように添加することが好ましく、３～１００重量％がより好ましく、５～８０重量％が
特に好ましい。顔料分散剤の量が前記範囲内であると、十分な顔料分散効果が得られる。
但し、分散剤の最適な添加量は、使用する顔料の種類、溶剤の種類等の組合わせ等により
適宜調整される。
【００９６】
　本発明において、顔料分散工程では、顔料と溶剤とさらに必要によって分散剤又はアル
カリ可溶性樹脂を加えて混練、分散を行う。分散は主として縦型若しくは横型のサンドグ
ラインダー、ピンミル、スリットミル、超音波分散機等を使用し、０．０１～１ｍｍの粒
径のガラス、ジルコニア等でできたビーズで微分散処理し、顔料分散液を得ることが好ま
しい。ビーズ分散を行う前に、二本ロール、三本ロール、ボールミル、トロンミル、ディ
スパー、ニーダー、コニーダー、ホモジナイザー、ブレンダー、単軸若しくは２軸の押出
機等を用いて、強い剪断力を与えながら混練分散処理を行うことも可能である。
　ジルコニアビーズ等を用いたビーズ分散機としては、ＧＥＴＺＭＡＮＮ社製のディスパ
ーマット等が例示でき、分散時間としては、３～６時間程度が好適である。
　なお、混練、分散についての詳細は、T. C. Patton著 "Paint Flow and Pigment Dispe
rsion"（１９６４年、John Wiley and Sons社刊）等に記載されている。
【００９７】
　顔料分散工程において使用する顔料分散装置の材質としては、特に限定されず、例えば
、ＳＳ鋼（一般構造用圧延鋼材、ＪＩＳ　Ｇ３１０３）、ＳＵＳ鋼（ステンレス鋼、ＪＩ
Ｓ　Ｇ４３０３）等が挙げられる。
　ＳＳ鋼としては、ＳＳ３３０、ＳＳ４００、ＳＳ４９０等が例示できる。また、ＳＵＳ
鋼としては、ＳＵＳ３０４、ＳＵＳ３０４Ｌ、ＳＵＳ３１６、ＳＵＳ３１６Ｌ等が例示で
きる。
　本発明において、使用する顔料分散装置の材質としては、ＳＵＳ鋼（ステンレス鋼）で
あることが好ましい。顔料分散装置の材質をＳＵＳ鋼とすることによって、顔料分散液が
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含有する金属含有量の増加を抑えることができるので好ましい。
　ＳＵＳ鋼の中でもＣｒ含有量が低い、ＳＵＳ鋼が好ましく（ＳＵＳ３０４のＣｒ含有量
１８～２０％）、これらの中でも特に、顔料分散装置の材質としては、ＳＵＳ３１６Ｌ（
Ｃｒ含有量１６～１８％）が好ましい。
　また、好適に使用できる顔料分散装置としては、例えば、ＧＥＴＺＭＡＮＮ社製ディス
パーマット、寿工業（株）製ウルトラアペックスミル、浅田鉄工（株）製ピコグレンミル
が例示できる。
【００９８】
（濾過工程）
　本発明において、前記顔料分散工程において得られた顔料分散液を濾過する濾過工程を
有することが好ましい。
　前記濾過工程は、好ましくは顔料分散液を調製後、１時間以上経過してから行うことが
好ましく、より好ましくは６時間以上、さらに好ましくは１２時間以上であり、特に好ま
しくは２４時間以上である。
【００９９】
　前記濾過工程は、一段の濾過工程でもよく、二段以上の多段階濾過工程とすることもで
きるが、多段階濾過工程とすることがより好ましい。多段階濾過工程とすることにより、
より効果的に金属含有量を減少させ、また、凝集粒子の除去を行うことができるので好ま
しい。
　前記濾過工程で使用するフィルタとしては、デプス、メンブレン（上位概念）等が例示
できる。フィルタの材質は適宜選択することができるが、ＰＰ（ポリプロピレン）、ナイ
ロン、ＰＥ（ポリエチレン）が例示できる。フィルタの孔径は、５．０～０．６μｍであ
ることが好ましく、２．５～０．６μｍであることがより好ましく、１．２～０．６μｍ
であることがさらに好ましい。
　濾過工程で使用するフィルタとしては、具体的には、プロファイルスター、ＨＤＣII、
（日本ポール（株）製）、プロセスガードＮＰ、パネルガードＰＤＰ（日本インテグリス
（株）製）が例示できる。
　これらの中でも、顔料分散液の濾過には、プロピレン材質のフィルタを使用することが
好ましく、具体的にはＨＤＣII、パネルガードＰＤＰが好ましい。
【０１００】
（混合工程）
　本発明において、硬化性着色組成物は、前記顔料分散液に、（Ｂ）アルカリ可溶性樹脂
、（Ｃ）重合性化合物、（Ｄ）重合開始剤、（Ｅ）溶剤を含有させ、これに必要に応じて
界面活性剤等の添加剤を混合する混合工程を経ることによって調製することができる。
【０１０１】
　前記混合工程に使用する混合装置としては、公知の撹拌機から選択すればよく、特に限
定されない。
　本発明において、混合工程は、接液部がテフロン（登録商標）加工された製造設備で行
われることが好ましい。なお、接液部とは、混合工程において使用される製造設備の中で
、混合液が接する部位であり、例えば、撹拌槽の内壁等がこれに該当する。
　接液部がテフロン（登録商標）加工されていることにより、得られる硬化性着色組成物
への不純物、特に金属の混入が抑制され、これにより、当該硬化性着色組成物を用いて得
られるカラーフィルタの剥がれ、異物混入が抑制できるので好ましい。
　なお、テフロン（登録商標）加工の方法については、公知の方法を適宜選択すればよい
。
　以下、混合工程で顔料と混合する各種の成分について詳述する。
【０１０２】
＜（Ｂ）アルカリ可溶性樹脂＞
　アルカリ可溶性樹脂としては、線状有機高分子重合体であって、分子（好ましくは、ア
クリル系共重合体、スチレン系共重合体を主鎖とする分子）中に少なくとも１つのアルカ
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リ可溶性を促進する基（例えばカルボキシル基、リン酸基、スルホン酸基等）を有するア
ルカリ可溶性樹脂の中から適宜選択することができる。このうち、さらに好ましくは、有
機溶剤に可溶で弱アルカリ水溶液により現像可能なものである。
【０１０３】
　アルカリ可溶性樹脂の製造には、例えば公知のラジカル重合法による方法を適用するこ
とができる。ラジカル重合法でアルカリ可溶性樹脂を製造する際の温度、圧力、ラジカル
開始剤の種類及びその量、溶媒の種類等々の重合条件は、当業者において容易に設定可能
であり、実験的に条件を定めるようにすることもできる。
【０１０４】
　上記の線状有機高分子重合体としては、側鎖にカルボン酸を有するポリマーが好ましい
。例えば特開昭５９－４４６１５号、特公昭５４－３４３２７号、特公昭５８－１２５７
７号、特公昭５４－２５９５７号、特開昭５９－５３８３６号、特開昭５９－７１０４８
号の各公報に記載されているような、メタクリル酸共重合体、アクリル酸共重合体、イタ
コン酸共重合体、クロトン酸共重合体、マレイン酸共重合体、部分エステル化マレイン酸
共重合体等、並びに側鎖にカルボン酸を有する酸性セルロース誘導体、水酸基を有するポ
リマーに酸無水物を付加させたもの等であり、さらに側鎖に（メタ）アクリロイル基を有
する高分子重合体も好ましいものとして挙げられる。
【０１０５】
　これらの中では特に、ベンジル（メタ）アクリレート／（メタ）アクリル酸共重合体や
ベンジル（メタ）アクリレート／（メタ）アクリル酸／他のモノマーからなる多元共重合
体が好適である。
　このほか、２－ヒドロキシエチルメタクリレートを共重合したもの等も有用なものとし
て挙げられる。該ポリマーは任意の量で混合して用いることができる。
【０１０６】
　上記以外に、特開平７－１４０６５４号公報に記載の、２－ヒドロキシプロピル（メタ
）アクリレート／ポリスチレンマクロモノマー／ベンジルメタクリレート／メタクリル酸
共重合体、２－ヒドロキシ－３－フェノキシプロピルアクリレート／ポリメチルメタクリ
レートマクロモノマー／ベンジルメタクリレート／メタクリル酸共重合体、２－ヒドロキ
シエチルメタクリレート／ポリスチレンマクロモノマー／メチルメタクリレート／メタク
リル酸共重合体、２－ヒドロキシエチルメタクリレート／ポリスチレンマクロモノマー／
ベンジルメタクレート／メタクリル酸共重合体等が挙げられる。
【０１０７】
　アルカリ可溶性樹脂の具体的な構成単位については、特に（メタ）アクリル酸と、これ
と共重合可能な他の単量体との共重合体が好適である。ここで（メタ）アクリル酸はアク
リル酸とメタクリル酸を合わせた総称であり、以下も同様に（メタ）アクリレートはアク
リレートとメタクリレートの総称である。
【０１０８】
　前記（メタ）アクリル酸と共重合可能な他の単量体としては、アルキル（メタ）アクリ
レート、アリール（メタ）アクリレート、ビニル化合物等が挙げられる。ここで、アルキ
ル基及びアリール基の水素原子は、置換基で置換されていてもよい。
　前記アルキル（メタ）アクリレート及びアリール（メタ）アクリレートの具体例として
は、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、プロピル（メタ）アク
リレート、ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、ペンチル（
メタ）アクリレート、ヘキシル（メタ）アクリレート、オクチル（メタ）アクリレート、
フェニル（メタ）アクリレート、ベンジル（メタ）アクリレート、トリル（メタ）アクリ
レート、ナフチル（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート等を挙げ
ることができる。
【０１０９】
　また、前記ビニル化合物としては、例えば、スチレン、α－メチルスチレン、ビニルト
ルエン、グリシジルメタクリレート、アクリロニトリル、ビニルアセテート、Ｎ－ビニル
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ピロリドン、テトラヒドロフルフリルメタクリレート、ポリスチレンマクロモノマー、ポ
リメチルメタクリレートマクロモノマー、ＣＨ2＝ＣＲ1Ｒ2、ＣＨ2＝Ｃ（Ｒ1）（ＣＯＯ
Ｒ3）〔ここで、Ｒ1は水素原子又は炭素数１～５のアルキル基を表し、Ｒ2は炭素数６～
１０の芳香族炭化水素環を表し、Ｒ3は炭素数１～８のアルキル基又は炭素数６～１２の
アラルキル基を表す。〕、等を挙げることができる。
　これら共重合可能な他の単量体は、１種単独であるいは２種以上を組合わせて用いるこ
とができる。好ましい共重合可能な他の単量体は、ＣＨ2＝ＣＲ1Ｒ2、ＣＨ2＝Ｃ（Ｒ1）
（ＣＯＯＲ3）、フェニル（メタ）アクリレート、ベンジル（メタ）アクリレート及びス
チレンから選択される少なくとも１種であり、特に好ましくは、ＣＨ2＝ＣＲ1Ｒ2、及び
／又はＣＨ2＝Ｃ（Ｒ1）（ＣＯＯＲ3）である。
【０１１０】
　アルカリ可溶性樹脂の硬化性着色組成物中における含有量としては、該組成物の全固形
分に対して、１～１５重量％が好ましく、より好ましくは２～１２重量％であり、さらに
好ましくは３～１０重量％である。
【０１１１】
＜重合性化合物＞
　本発明において、重合性化合物としては、光重合性化合物を好適に使用できる。
〔光重合性化合物〕
　光重合性化合物としては、少なくとも１個の付加重合可能なエチレン性不飽和基を有し
、沸点が常圧で１００℃以上である化合物が好ましく、中でも４官能以上のアクリレート
化合物がより好ましい。
【０１１２】
　前記少なくとも１個の付加重合可能なエチレン性不飽和基を有し、沸点が常圧で１００
℃以上である化合物としては、例えば、ポリエチレングリコールモノ（メタ）アクリレー
ト、ポリプロピレングリコールモノ（メタ）アクリレート、フェノキシエチル（メタ）ア
クリレート等の単官能のアクリレートやメタアクリレート；ポリエチレングリコールジ（
メタ）アクリレート、トリメチロールエタントリ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグ
リコールジ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ペ
ンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ
）アクリレート、ヘキサンジオール（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ
（アクリロイルオキシプロピル）エーテル、トリ（アクリロイロキシエチル）イソシアヌ
レート、グリセリンやトリメチロールエタン等の多官能アルコールにエチレンオキサイド
やプロピレンオキサイドを付加させた後（メタ）アクリレート化したもの、ペンタエリス
リトール又はジペンタエリスリトールのポリ（メタ）アクリレート化したもの、特公昭４
８－４１７０８号、特公昭５０－６０３４号、特開昭５１－３７１９３号の各公報に記載
のウレタンアクリレート類、特開昭４８－６４１８３号、特公昭４９－４３１９１号、特
公昭５２－３０４９０号の各公報に記載のポリエステルアクリレート類、エポキシ樹脂と
（メタ）アクリル酸との反応生成物であるエポキシアクリレート類等の多官能のアクリレ
ートやメタアクリレートを挙げることができる。
　さらに、日本接着協会誌Ｖｏｌ．２０、Ｎo．７、３００～３０８頁に光硬化性モノマ
ー及びオリゴマーとして紹介されているものも使用できる。
　また、特開平１０－６２９８６号公報において一般式（１）及び（２）としてその具体
例と共に記載の、前記多官能アルコールにエチレンオキサイドやプロピレンオキサイドを
付加させた後に（メタ）アクリレート化した化合物も用いることができる。
　中でも、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトー
ルヘキサ（メタ）アクリレート、及びこれらのアクリロイル基がエチレングリコール、プ
ロピレングリコール残基を介している構造が好ましい。これらのオリゴマータイプも使用
できる。
【０１１３】
〔熱重合性化合物〕
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　本発明において、顔料分散液には、熱重合性化合物を含有させることも有効である。必
要によっては、塗膜の強度を上げるために、エポキシ化合物を添加することができる。エ
ポキシ化合物としては、ビスフェノールＡ型、クレゾールノボラック型、ビフェニル型、
脂環式エポキシ化合物等のエポキシ環を分子中に２個以上有する化合物が好ましい。例え
ばビスフェノールＡ型としては、エポトートＹＤ－１１５、ＹＤ－１１８Ｔ、ＹＤ－１２
７、ＹＤ－１２８、ＹＤ－１３４、ＹＤ－８１２５、ＹＤ－７０１１Ｒ、ＺＸ－１０５９
、ＹＤＦ－８１７０、ＹＤＦ－１７０等（以上東都化成（株）製）、デナコールＥＸ－１
１０１、ＥＸ－１１０２、ＥＸ－１１０３等（以上ナガセ化成工業（株）製）、プラクセ
ルＧＬ－６１、ＧＬ－６２、Ｇ１０１、Ｇ１０２（以上ダイセル化学工業（株）製）の他
に、これらの類似のビスフェノールＦ型、ビスフェノールＳ型も挙げることができる。ま
たＥｂｅｃｒｙｌ　３７００、３７０１、６００（以上ダイセル・サイテック（株）製）
等のエポキシアクリレートも使用可能である。クレゾールノボラック型としては、エポト
ートＹＤＰＮ－６３８、ＹＤＰＮ－７０１、ＹＤＰＮ－７０２、ＹＤＰＮ－７０３、ＹＤ
ＰＮ－７０４等（以上東都化成（株）製）、デナコールＥＭ－１２５等（以上ナガセ化成
工業（株）製）、ビフェニル型としては３，５，３’，５’－テトラメチル－４，４’ジ
グリシジルビフェニル等、脂環式エポキシ化合物としては、セロキサイド２０２１、２０
８１、２０８３、２０８５、エポリードＧＴ－３０１、ＧＴ－３０２、ＧＴ－４０１、Ｇ
Ｔ－４０３、ＥＨＰＥ－３１５０（以上ダイセル化学工業（株）製）、サントートＳＴ－
３０００、ＳＴ－４０００、ＳＴ－５０８０、ＳＴ－５１００等（以上東都化成（株）製
）等を挙げることができる。また１，１，２，２－テトラキス（ｐ－グリシジルオキシフ
ェニル）エタン、トリス（ｐ－グリシジルオキシフェニル）メタン、トリグリシジルトリ
ス（ヒドロキシエチル）イソシアヌレート、ｏ－フタル酸ジグリシジルエステル、テレフ
タル酸ジグリシジルエステル、他にアミン型エポキシ樹脂であるエポトートＹＨ－４３４
、ＹＨ－４３４Ｌ、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂の骨格中にダイマー酸を変性したグ
リシジルエステル等も使用できる。
【０１１４】
　重合性化合物は、１種単独で用いる以外に、２種以上を組合わせて用いることができる
。
　重合性化合物、特に光重合性化合物の硬化性着色組成物中における含有量としては、該
組成物の全固形分１００重量部に対して、２０～２００重量部が好ましく、より好ましく
は５０～１２０重量部である。重合性化合物の含有量が前記範囲内であると、硬化反応が
充分に行える。
【０１１５】
＜重合開始剤＞
　本発明において、重合開始剤としては光重合開始剤を使用することが好ましく、また、
光重合開始剤と併用して、熱重合開始剤を使用することもできる。
〔光重合開始剤〕
　光重合開始剤としては、例えば、特公昭５７－６０９６号公報に記載のハロメチルオキ
サジアゾール、特公昭５９－１２８１号公報、特開昭５３－１３３４２８号公報等に記載
のハロメチル－ｓ－トリアジン等活性ハロゲン化合物、米国特許第４３１８７９１号明細
書、欧州特許公開第８８０５０号明細書等の各明細書に記載のケタール、アセタール、又
はベンゾインアルキルエーテル類等の芳香族カルボニル化合物、米国特許第４１９９４２
０号明細書に記載のベンゾフェノン類等の芳香族ケトン化合物、仏国特許第２４５６７４
１号明細書に記載の（チオ）キサントン類又はアクリジン類化合物、特開平１０－６２９
８６号公報に記載のクマリン類又はロフィンダイマー類等の化合物、特開平８－０１５５
２１号公報等のスルホニウム有機硼素錯体等、等を挙げることができる。
【０１１６】
　前記光重合開始剤としては、アセトフェノン系、ケタール系、ベンゾフェノン系、ベン
ゾイン系、ベンゾイル系、キサントン系、トリアジン系、ハロメチルオキサジアゾール系
、アクリジン類系、クマリン類系、ロフィンダイマー類系、ビイミダゾール系、オキシム
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エステル系等が好ましい。
　前記アセトフェノン系光重合開始剤としては、例えば、２，２－ジエトキシアセトフェ
ノン、ｐ－ジメチルアミノアセトフェノン、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニル
－プロパン－１－オン、ｐ－ジメチルアミノアセトフェノン、４’－イソプロピル－２－
ヒドロキシ－２－メチル－プロピオフェノン等を好適に挙げることができる。
　前記ケタール系光重合開始剤としては、例えば、ベンジルジメチルケタール、ベンジル
－β－メトキシエチルアセタール等を好適に挙げることができる。
　前記ベンゾフェノン系光重合開始剤としては、例えば、ベンゾフェノン、４，４’－（
ビスジメチルアミノ）ベンゾフェノン、４，４’－（ビスジエチルアミノ）ベンゾフェノ
ン、４，４’－ジクロロベンゾフェノン、１－ヒドロキシ－シクロヘキシル－フェニル－
ケトン、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリノフェニル）－ブタ
ノン－１、２－トリル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリノフェニル）－ブタ
ノン－１、２－メチル－１－［４－（メチルチオ）フェニル］－２－モルフォリノプロパ
ノン－１等を好適に挙げることができる。
【０１１７】
　前記ベンゾイン系又はベンゾイル系光重合開始剤としては、例えば、ベンゾインイソプ
ロピルエーテル、ゼンゾインイソブチルエーテル、ベンゾインメチルエーテル、メチルｏ
－ベンゾイルベゾエート等を好適に挙げることができる。
　前記キサントン系光重合開始剤としては、例えば、ジエチルチオキサントン、ジイソプ
ロピルチオキサントン、モノイソプロピルチオキサントン、クロロチオキサントン、等を
好適に挙げることができる。
　前記トリアジン系光重合開始剤としては、例えば、２，４－ビス（トリクロロメチル）
－６－ｐ－メトキシフェニル－ｓ－トリアジン、２，４－ビス（トリクロロメチル）－６
－ｐ－メトキシスチリル－ｓ－トリアジン、２，４－ビス（トリクロロメチル）－６－（
１－ｐ－ジメチルアミノフェニル）－１，３－ブタジエニル－ｓ－トリアジン、２，４－
ビス（トリクロロメチル）－６－ビフェニル－ｓ－トリアジン、２，４－ビス（トリクロ
ロメチル）－６－（ｐ－メチルビフェニル）－ｓ－トリアジン、ｐ－ヒドロキシエトキシ
スチリル－２，６－ジ（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、メトキシスチリル－２，
６－ジ（トリクロロメチル－ｓ－トリアジン、３，４－ジメトキシスチリル－２，６－ジ
（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、４－ベンズオキソラン－２，６－ジ（トリクロ
ロメチル）－ｓ－トリアジン、４－（ｏ－ブロモ－ｐ－Ｎ，Ｎ－（ジエトキシカルボニル
アミノ）－フェニル）－２，６－ジ（クロロメチル）－ｓ－トリアジン、４－（ｐ－Ｎ，
Ｎ－（ジエトキシカルボニルアミノ）－フェニル）－２，６－ジ（クロロメチル）－ｓ－
トリアジン等を好適に挙げることができる。
【０１１８】
　前記ハロメチルオキサジアゾール系光重合開始剤としては、例えば、２－トリクロロメ
チル－５－スチリル－１，３，４－オキソジアゾール、２－トリクロロメチル－５－（シ
アノスチリル）－１，３，４－オキソジアゾール、２－トリクロロメチル－５－（ナフト
－１－イル）－１，３，４－オキソジアゾール、２－トリクロロメチル－５－（４－スチ
リル）スチリル－１，３，４－オキソジアゾール等を好適に挙げることができる。
　前記アクリジン類系光重合開始剤としては、例えば、９－フェニルアクリジン、１，７
－ビス（９－アクリジニル）ヘプタン等を好適に挙げることができる。
　前記クマリン類系光重合開始剤としては、例えば、３－メチル－５－アミノ－（（ｓ－
トリアジン－２－イル）アミノ）－３－フェニルクマリン、３－クロロ－５－ジエチルア
ミノ－（（ｓ－トリアジン－２－イル）アミノ）－３－フェニルクマリン、３－ブチル－
５－ジメチルアミノ－（（ｓ－トリアジン－２－イル）アミノ）－３－フェニルクマリン
等を好適に挙げることができる。
　前記ロフィンダイマー類系光重合開始剤としては、例えば、２－（ｏ－クロロフェニル
）－４，５－ジフェニルイミダゾリル二量体、２－（ｏ－メトキシフェニル）－４，５－
ジフェニルイミダゾリル二量体、２－（２，４－ジメトキシフェニル）－４，５－ジフェ
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ニルイミダゾリル二量体等を好適に挙げることができる。
　前記ビイミダゾール系光重合開始剤としては、例えば、２－メルカプトベンズイミダゾ
ール、２，２’－ベンゾチアゾリルジサルファイド等を好適に挙げることができる。
【０１１９】
　上記以外に、１－フェニル－１，２－プロパンジオン－２－（ｏ－エトキシカルボニル
）オキシム、Ｏ－ベンゾイル－４’－（ベンズメルカプト）ベンゾイル－ヘキシル－ケト
キシム、２，４，６－トリメチルフェニルカルボニル－ジフェニルフォスフォニルオキサ
イド、ヘキサフルオロフォスフォロ－トリアルキルフェニルホスホニウム塩等が挙げられ
る。
【０１２０】
　本発明では、以上の光重合開始剤に限定されるものではなく、他の公知のものも使用す
ることができる。例えば、米国特許第２，３６７，６６０号明細書に記載のビシナールポ
リケトルアルドニル化合物、米国特許第２，３６７，６６１号及び第２，３６７，６７０
号明細書に記載のα－カルボニル化合物、米国特許第２，４４８，８２８号明細書に記載
のアシロインエーテル、米国特許第２，７２２，５１２号明細書に記載のα－炭化水素で
置換された芳香族アシロイン化合物、米国特許第３，０４６，１２７号及び第２，９５１
，７５８号明細書に記載の多核キノン化合物、米国特許第３，５４９，３６７号明細書に
記載のトリアリルイミダゾールダイマー／ｐ－アミノフェニルケトンの組合わせ、特公昭
５１－４８５１６号公報に記載のベンゾチアゾール系化合物／トリハロメチール－ｓ－ト
リアジン系化合物、J. C. S. Perkin II (1979) 1653-1660、 J. C. S. Perkin II (1979
) 156-162、Journal of Photopolymer Science and Technology (1995) 202-232、特開２
０００－６６３８５号公報記載のオキシムエステル化合物等が挙げられる。
　また、これらの光重合開始剤を併用することもできる。
【０１２１】
〔熱重合開始剤〕
　本発明において、硬化性着色組成物に熱重合開始剤を含有させることも有効である。熱
重合開始剤としては、例えば、各種のアゾ系化合物、過酸化物系化合物が挙げられ、前記
アゾ系化合物としては、アゾビス系化合物を挙げることができ、前記過酸化物系化合物と
しては、ケトンパーオキサイド、パーオキシケタール、ハイドロパーオキサイド、ジアル
キルパーオキサイド、ジアシルパーオキサイド、パーオキシエステル、パーオキシジカー
ボネート等を挙げることができる。
【０１２２】
　重合開始剤の硬化性着色組成物中における含有量としては、該組成物の全固形分に対し
て、０．１～１０．０重量％が好ましく、より好ましくは０．５～５．０重量％である。
重合開始剤の含有量が前記範囲内であると、重合反応を良好に進行させて強度の良好な膜
形成が可能である。
【０１２３】
＜（Ｅ）溶剤＞
　本発明において、硬化性着色組成物は、上記成分と共に溶剤を用いて好適に調製するこ
とができる。
　溶剤としては、エステル類、例えば酢酸エチル、酢酸－ｎ－ブチル、酢酸イソブチル、
ギ酸アミル、酢酸イソアミル、酢酸イソブチル、プロピオン酸ブチル、酪酸イソプロピル
、酪酸エチル、酪酸ブチル、アルキルエステル類、乳酸メチル、乳酸エチル、オキシ酢酸
メチル、オキシ酢酸エチル、オキシ酢酸ブチル、メトキシ酢酸メチル、メトキシ酢酸エチ
ル、メトキシ酢酸ブチル、エトキシ酢酸メチル、エトキシ酢酸エチル、３－オキシプロピ
オン酸メチル、３－オキシプロピオン酸エチル等の３－オキシプロピオン酸アルキルエス
テル類；３－メトキシプロピオン酸メチル、３－メトキシプロピオン酸エチル、３－エト
キシプロピオン酸メチル、３－エトキシプロピオン酸エチル、２－オキシプロピオン酸メ
チル、２－オキシプロピオン酸エチル、２－オキシプロピオン酸プロピル、２－メトキシ
プロピオン酸メチル、２－メトキシプロピオン酸エチル、２－メトキシプロピオン酸プロ
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ピル、２－エトキシプロピオン酸メチル、２－エトキシプロピオン酸エチル、２－オキシ
－２－メチルプロピオン酸メチル、２－オキシ－２－メチルプロピオン酸エチル、２－メ
トキシ－２－メチルプロピオン酸メチル、２－エトキシ－２－メチルプロピオン酸エチル
、ピルビン酸メチル、ピルビン酸エチル、ピルビン酸プロピル、アセト酢酸メチル、アセ
ト酢酸エチル、２－オキソブタン酸メチル、２－オキソブタン酸エチル等；エーテル類、
例えばジエチレングリコールジメチルエーテル、テトラヒドロフラン、エチレングリコー
ルモノメチルエーテル、エチレングリコールモノエチルエーテル、メチルセロソルブアセ
テート、エチルセロソルブアセテート、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、ジエ
チレングリコールモノエチルエーテル、ジエチレングリコールモノブチルエーテル、プロ
ピレングリコールメチルエーテルアセテート、プロピレングリコールエチルエーテルアセ
テート、プロピレングリコールプロピルエーテルアセテート等；ケトン類、例えばメチル
エチルケトン、シクロヘキサノン、２－ヘプタノン、３－ヘプタノン等；芳香族炭化水素
類、例えばトルエン、キシレン、等が挙げられる。
【０１２４】
　これらのうち、３－エトキシプロピオン酸メチル、３－エトキシプロピオン酸エチル、
エチルセロソルブアセテート、乳酸エチル、ジエチレングリコールジメチルエーテル、酢
酸ブチル、３－メトキシプロピオン酸メチル、２－ヘプタノン、シクロヘキサノン、エチ
ルカルビトールアセテート、ブチルカルビトールアセテート、プロピレングリコールメチ
ルエーテルアセテート等が好適である。
　溶剤は、単独で用いる以外に２種以上を組合わせて用いてもよい。
【０１２５】
＜その他成分＞
　本発明において、硬化性組成物には、必要に応じて、フッ素系有機化合物、熱重合開始
剤、熱重合成分、熱重合防止剤、着色剤、光重合開始剤、その他充填剤、上記のアルカリ
可溶性樹脂以外の高分子化合物、界面活性剤、密着促進剤、酸化防止剤、紫外線吸収剤、
凝集防止剤等の各種添加物を含有することができる。
【０１２６】
〔フッ素系有機化合物〕
　フッ素系有機化合物を含有することで、塗布液としたときの液特性（特に流動性）を改
善でき、塗布厚の均一性や省液性を改善することができる。すなわち、基板と塗布液との
界面張力を低下させて基板への濡れ性が改善され、基板への塗布性が向上するので、少量
の液量で数μｍ程度の薄膜を形成した場合であっても、厚みムラの小さい均一厚の膜形成
が可能である点で有効である。
【０１２７】
　フッ素系有機化合物のフッ素含有率は３～４０重量％が好適であり、より好ましくは５
～３０重量％であり、特に好ましくは７～２５重量％である。フッ素含有率が前記範囲内
であると、塗布厚均一性や省液性の点で効果的であり、組成物中への溶解性も良好である
。
【０１２８】
　フッ素系有機化合物としては、例えば、メガファックＦ１７１、同Ｆ１７２、同Ｆ１７
３、同Ｆ１７７、同Ｆ１４１、同Ｆ１４２、同Ｆ１４３、同Ｆ１４４、同Ｒ３０、同Ｆ４
３７（以上、ＤＩＣ（株）製）、フロラードＦＣ４３０、同ＦＣ４３１、同ＦＣ１７１（
以上、住友スリーエム（株）製）、サーフロンＳ－３８２、同ＳＣ－１０１、同ＳＣ－１
０３、同ＳＣ－１０４、同ＳＣ－１０５、同ＳＣ１０６８、同ＳＣ－３８１、同ＳＣ－３
８３、同Ｓ３９３、同ＫＨ－４０（以上、旭硝子（株）製）等が挙げられる。
　フッ素系界面活性剤としては、末端、主鎖及び側鎖の少なくともいずれかの部位にフル
オロアルキル又はフルオロアルキレン基を有する化合物を好適に用いることができる。具
体的市販品としては、例えばメガファックＦ１４２Ｄ、同Ｆ１７２、同Ｆ１７３、同Ｆ１
７６、同Ｆ１７７、同Ｆ１８３、同７８０、同７８１、同Ｒ３０、同Ｒ０８、同Ｆ－４７
２ＳＦ、同ＢＬ２０、同Ｒ－６１、同Ｒ－９０（ＤＩＣ（株）製）、フロラードＦＣ－１
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３５、同ＦＣ－１７０Ｃ、同ＦＣ－４３０、同ＦＣ－４３１、Ｎｏｖｅｃ　ＦＣ－４４３
０（住友スリーエム（株）製）、アサヒガードＡＧ７１０５，７０００，９５０，７６０
０、サーフロンＳ－１１２、同Ｓ－１１３、同Ｓ－１３１、同Ｓ－１４１、同Ｓ－１４５
、同Ｓ－３８２、同ＳＣ－１０１、同ＳＣ－１０２、同ＳＣ－１０３、同ＳＣ－１０４、
同ＳＣ－１０５、同ＳＣ－１０６（旭硝子（株）製）、エフトップＥＦ３５１、同３５２
、同８０１、同８０２（（株）ジェムコ製）等である。
【０１２９】
　フッ素系有機化合物は特に、塗布膜を薄くしたときの塗布ムラや厚みムラの防止に効果
的である。また、さらには液切れを起こしやすいスリット塗布においても効果的である。
【０１３０】
　フッ素系有機化合物の添加量は、硬化性着色組成物の全重量に対して、０．００１～２
．０重量％が好ましく、より好ましくは０．００５～１．０重量％である。
【０１３１】
〔界面活性剤〕
　本発明において、硬化性着色組成物には、塗布性を改良する観点から、各種の界面活性
剤を用いて構成することが好ましく、前述のフッソ系界面活性剤の他にノニオン系、カチ
オン系、アニオン系の各種界面活性剤を使用できる。中でも、前記のノニオン系界面活性
剤でパーフルオロアルキル基を有するフッ素系界面活性剤、ノニオン系界面活性剤が好ま
しい。
【０１３２】
　ノニオン系界面活性剤の例として、例えば、ポリオキシエチレンアルキルエーテル類、
ポリオキシエチレンアルキルアリールエーテル類、ポリオキシエチレンアルキルエステル
類、ソルビタンアルキルエステル類、モノグリセリドアルキルエステル類等のノニオン系
界面活性剤が特に好ましい。具体的には、ポリオキシエチレンラウリルエーテル、ポリオ
キシエチレンステアリルエーテル、ポリオキシエチレンオレイルエーテル等のポリオキシ
エチレンアルキルエーテル類；ポリオキシエチレンオクチルフェニルエーテル、ポリオキ
シエチレンポリスチリル化エーテル、ポリオキシエチレントリベンジルフェニルエーテル
、ポリオキシエチレン－プロピレンポリスチリルエーテル、ポリオキシエチレンノニルフ
ェニルエーテル等のポリオキシエチレンアリールエーテル類；ポリオキシエチレンジラウ
レート、ポリオキシエチレンジステアレート等のポリオキシエチレンジアルキルエステル
、ソルビタン脂肪酸エステル、ポリオキシエチレンソルビタン脂肪酸エステル類、エチレ
ンジアミンポリオキシエチレン－ポリオキシプロピレン縮合物等のノニオン系界面活性剤
があり、これらは花王（株）、日本油脂（株）、竹本油脂（株）、（株）ＡＤＥＫＡ、三
洋化成（株）等から市販されているものが適宜使用できる。上記の他に前述の分散剤も使
用可能である。
【０１３３】
　上記以外に、硬化性着色組成物には各種の添加物を添加できる。添加物の具体例として
は、２－（３－ｔ－ブチル－５－メチル－２－ヒドロキシフェニル）－５－クロロベンゾ
トリアゾール、アルコキシベンゾフェノン等の紫外線吸収剤、ポリアクリル酸ナトリウム
等の凝集防止剤、ガラス、アルミナ等の充填剤；イタコン酸共重合体、クロトン酸共重合
体、マレイン酸共重合体、部分エステル化マレイン酸共重合体、酸性セルロース誘導体、
水酸基を有するポリマーに酸無水物を付加させたもの、アルコール可溶性ナイロン、ビス
フェノールＡとエピクロルヒドリンとから形成されたフェノキシ樹脂等のアルカリ可溶の
樹脂等がある。
【０１３４】
　また、未硬化部のアルカリ溶解性を促進し、硬化性着色組成物の現像性のさらなる向上
を図る場合には、硬化性着色組成物に有機カルボン酸、好ましくは分子量１，０００以下
の低分子量有機カルボン酸の添加を行うことができる。具体的には、例えば、ギ酸、酢酸
、プロピオン酸、酪酸、吉草酸、ピバル酸、カプロン酸、ジエチル酢酸、エナント酸、カ
プリル酸等の脂肪族モノカルボン酸；シュウ酸、マロン酸、コハク酸、グルタル酸、アジ
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ピン酸、ピメリン酸、スベリン酸、アゼライン酸、セバシン酸、ブラシル酸、メチルマロ
ン酸、エチルマロン酸、ジメチルマロン酸、メチルコハク酸、テトラメチルコハク酸、シ
トラコン酸等の脂肪族ジカルボン酸；トリカルバリル酸、アコニット酸、カンホロン酸等
の脂肪族トリカルボン酸；安息香酸、トルイル酸、クミン酸、ヘメリト酸、メシチレン酸
等の芳香族モノカルボン酸；フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸、トリメリト酸、ト
リメシン酸、メロファン酸、ピロメリト酸等の芳香族ポリカルボン酸；フェニル酢酸、ヒ
ドロアトロパ酸、ヒドロケイ皮酸、マンデル酸、フェニルコハク酸、アトロパ酸、ケイ皮
酸、ケイ皮酸メチル、ケイ皮酸ベンジル、シンナミリデン酢酸、クマル酸、ウンベル酸等
のその他のカルボン酸が挙げられる。
【０１３５】
〔熱重合防止剤〕
　本発明において、硬化性着色組成物には、以上のほかにさらに、熱重合防止剤を加えて
おくことが好ましく、例えば、ハイドロキノン、ｐ－メトキシフェノール、ジ－ｔ－ブチ
ル－ｐ－クレゾール、ピロガロール、ｔ－ブチルカテコール、ベンゾキノン、４，４’－
チオビス（３－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、２，２’－メチレンビス（４－メ
チル－６－ｔ－ブチルフェノール）、２－メルカプトベンゾイミダゾール等が有用である
。
【０１３６】
（濾過工程）
　本発明において、前記混合工程の後、得られた混合物を濾過する濾過工程を有すること
が好ましい。
　前記濾過工程は、好ましくは混合工程にて混合液を調製後、１時間以上経過してから行
うことが好ましく、６時間以上経過してから行うことがより好ましく、さらに好ましくは
１２時間以上であり、特に好ましくは２４時間以上である。
【０１３７】
　前記濾過工程は、一段の濾過工程でもよく、二段以上の多段階濾過工程とすることもで
きるが、多段階濾過工程とすることがより好ましい。多段階濾過工程とすることにより、
より効果的に金属含有量を減少させ、また、凝集粒子の除去を行うことができるので好ま
しい。
　前記濾過工程で使用するフィルタとしては、デプス、メンブレン（上位概念）等が例示
できる。フィルタの材質は適宜選択することができるが、ＰＰ、ナイロン、ＰＥが例示で
きる。フィルタの孔径は、３．０～０．４５μｍであることが好ましく、２．５～０．４
５μｍであることがより好ましく、１．２～０．４５μｍであることがさらに好ましい。
　これらの中でも、混合液の濾過には、デプス構造とメンブレン構造の組合わせで使用す
ることが好ましく、具体的にはＨＤＣII（日本ポール（株）製デプス）、フロロガード、
マイクロガード（日本インテグリス（株）製）が好ましい。
【０１３８】
　本発明において、硬化性着色組成物を、直接又は他の層を介して基板に回転塗布、スリ
ット塗布、流延塗布、ロール塗布、バー塗布等の塗布方法により塗布して、硬化性の塗布
膜を形成し、所定のマスクパターンを介して露光し、露光後に未硬化部を現像液で現像除
去することによって、各色（３色あるいは４色）の画素からなるパターン状皮膜を形成し
、カラーフィルタとすることができる。
　この際、使用する放射線としては、特にｇ線、ｈ線、ｉ線、ｊ線等の紫外線が好ましい
。液晶表示装置用のカラーフィルタは、プロキシミテイ露光機、ミラープロジェクション
露光機で主としてｈ線、ｉ線を使用した露光が好ましく、固体撮像素子用のカラーフィル
タでは、ステッパー露光機で主としてｉ線を使用することが好ましい。
【０１３９】
　本発明において、カラーフィルタは、既述の硬化性着色組成物を用いてガラス等の基板
上に形成されるものであり、前記硬化性着色組成物を直接若しくは他の層を介して基板上
に例えばスリット塗布によって塗膜を形成した後、この塗膜を乾燥させ、パターン露光し
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、現像液を用いた現像処理を順次行うことによって好適に作製することができる。これに
より、液晶表示素子や固体撮像素子に用いられるカラーフィルタをプロセス上の困難性が
少なく、高品質でかつ低コストに作製することができる。
【０１４０】
　前記基板としては、例えば、液晶表示素子等に用いられる無アルカリガラス、ソーダガ
ラス、パイレックス（登録商標）ガラス、石英ガラス、及びこれらに透明導電膜を付着さ
せたものや、固体撮像素子等に用いられる光電変換素子基板、例えばシリコン基板等、並
びにプラスチック基板が挙げられる。これらの基板上には、通常、各画素を隔離するブラ
ックマトリクスが形成されていたり、密着促進等のために透明樹脂層を設けたりしている
。
【０１４１】
　プラスチック基板には、その表面にガスバリヤー層及び／又は耐溶剤性層を有している
ことが好ましい。このほかに、薄膜トランジスター（ＴＦＴ）方式カラー液晶表示装置の
薄膜トランジスター（ＴＦＴ）が配置された駆動用基板（以下、「ＴＦＴ方式液晶駆動用
基板」という。）上にも本発明の製造方法により得られる硬化性着色組成物からなるパタ
ーン状皮膜を形成し、カラーフィルタを作製することができる。その際に使用されるフォ
トマスクには、画素を形成するためのパターンのほか、スルーホールあるいはコの字型の
窪みを形成するためのパターンも設けられている。ＴＦＴ方式液晶駆動用基板における基
板としては、例えば、ガラス、シリコン、ポリカーボネート、ポリエステル、芳香族ポリ
アミド、ポリアミドイミド、ポリイミド等を挙げることができる。これらの基板には、所
望により、シランカップリング剤等による薬品処理、プラズマ処理、イオンプレーティン
グ、スパッタリング、気相反応法、真空蒸着等の適宜の前処理を施しておくこともできる
。例えば、ＴＦＴ方式液晶駆動用基板の表面上、あるいは該駆動基板の表面に窒化ケイ素
膜等のパッシベーション膜を形成した基板等を挙げることができる。
【０１４２】
　硬化性樹脂組成物を基板に塗布する方法としては特に限定されるものではないが、スリ
ット・アンド・スピン法、スピンレス塗布法等のスリットノズルを用いる方法（以下スリ
ットノズル塗布法という）が好ましい。スリットノズル塗布法において、スリット・アン
ド・スピン塗布法とスピンレス塗布法は、塗布基板の大きさによって条件は異なるが、例
えばスピンレス塗布法により第五世代のガラス基板（１，１００ｍｍ×１，２５０ｍｍ）
を塗布する場合、スリットノズルからの光硬化性組成物の吐出量は、好ましくは、５００
～２，０００マイクロリットル／秒、より好ましくは８００～１，５００マイクロリット
ル／秒であり、また塗工速度は、好ましくは、５０～３００ｍｍ／秒、より好ましくは１
００～２００ｍｍ／秒である。硬化性着色組成物の固形分としては、好ましくは１０～２
０％、より好ましくは１３～１８％である。基板上に本発明の製造方法により得られる硬
化性着色組成物による塗膜を形成する場合、該塗膜の厚み（プリベーク処理後）としては
、好ましくは０．３～５．０μｍであり、より好ましくは０．５～４．０μｍ、さらに好
ましくは０．５～３．０μｍである。
【０１４３】
　塗布後にプリベーク処理を施すことが好ましい。必要によってプリベーク前に真空処理
を施すことができる。真空乾燥の条件は、真空度が、好ましくは０．１～１．０ｔｏｒｒ
、より好ましくは０．２～０．５ｔｏｒｒ程度である。
　プリベーク処理は、ホットプレート、オーブン等を用いて、好ましくは５０～１４０℃
の温度範囲で、より好ましくは７０～１１０℃程度の温度範囲で、１０～３００秒の条件
にて行うことが好ましい。高周波処理等を併用してもよい。高周波処理は単独でも使用可
能である。
【０１４４】
　現像処理では、露光後の未硬化部を現像液に溶出させ、硬化分のみを残存させる。現像
温度としては、好ましくは２０～３０℃であり、現像時間としては好ましくは２０～９０
秒である。
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　現像液としては、未硬化部における光硬化性の感光性組成物の塗膜を溶解する一方、硬
化部を溶解しないものであれば、いずれのものも用いることができる。具体的には、種々
の有機溶剤の組合わせやアルカリ性の水溶液を用いることができる。
【０１４５】
　前記有機溶剤としては、顔料分散組成物又は硬化性着色組成物を調製する際に使用でき
る既述の溶剤が挙げられる。
　前記アルカリ性の水溶液としては、例えば、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、炭酸
ナトリウム、炭酸水素ナトリウム、硅酸ナトリウム、メタ硅酸ナトリウム、アンモニア水
、エチルアミン、ジエチルアミン、ジメチルエタノールアミン、テトラメチルアンモニウ
ムヒドロキシド、テトラエチルアンモニウムヒドロキシド、コリン、ピロール、ピペリジ
ン、１，８－ジアザビシクロ－［５，４，０］－７－ウンデセン等のアルカリ性化合物を
、濃度が０．００１～１０重量％、好ましくは０．０１～１重量％となるように溶解した
アルカリ性水溶液が挙げられる。アルカリ性水溶液には、例えばメタノール、エタノール
等の水溶性有機溶剤や界面活性剤等を適量添加することもできる。
【０１４６】
　現像方式は、デイップ方式、シャワー方式、スプレー方式等いずれでもよく、これにス
ウィング方式、スピン方式、超音波方式等を組合わせてもよい。現像液に触れる前に、被
現像面を予め水等で湿しておいて、現像ムラを防ぐこともできる。また基板を傾斜させて
現像することもできる。
　固体撮像素子用の場合はパドル現像も用いられる。
【０１４７】
　現像処理後は、余剰の現像液を洗浄除去するリンス工程を経て、乾燥を施した後、硬化
を完全なものとするために、加熱処理（ポストベーク）が施される。
　リンス工程は通常は純水で行うが、省液のために、最終洗浄で純水を用い、洗浄はじめ
は使用済の純水を使用したり、基板を傾斜させて洗浄したり、超音波照射を併用したりで
きる。
【０１４８】
　リンスの後で水切り、乾燥をした後に、好ましくは約２００℃～２５０℃の加熱処理を
行う。この加熱処理（ポストベーク）は、現像後の塗布膜を、上記条件になるようにホッ
トプレートやコンベクションオーブン（熱風循環式乾燥機）、高周波加熱機等の加熱手段
を用いて、連続式あるいはバッチ式で行うことができる。
　以上の操作を所望の色相数に合わせて各色毎に順次繰り返し行うことにより、複数色の
着色された硬化膜が形成されてなるカラーフィルタを作製することができる。
【０１４９】
　本発明において、硬化性着色組成物の用途として、主にカラーフィルタへの用途を中心
に説明したが、カラーフィルタを構成する各着色画素を隔離するブラックマトリックスの
形成にも適用することができる。
　前記ブラックマトリックスは、顔料としてカーボンブラック、チタンブラック等の黒色
顔料を用いた硬化性着色組成物を露光、現像し、その後必要に応じてさらにポストベーク
して膜の硬化を促進させることで形成できる。
【実施例】
【０１５０】
　以下、本発明を実施例によりさらに具体的に説明するが、本発明はその主旨を越えない
限り、以下の実施例に限定されるものではない。なお、特に断りのない限り、「部」は重
量基準である。
【０１５１】
１．顔料加工工程
　下記顔料　５０ｇ、塩化ナトリウム　５００ｇ、下記の特定高分子化合物２５ｇ、及び
ジエチレングリコール１００ｇをステンレス製１ガロンニーダー又は炭素鋼製１ガロンニ
ーダーに仕込み、９時間混練した。
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　次に、この混合物を約３リットルの水中に投入し、ハイスピードミキサーで約１時間撹
拌した後に、ろ過、水洗して塩化ナトリウム及び溶剤を除き、乾燥して高分子化合物で被
覆された加工顔料を得た。
　なお、上記の混合物を投入した水、及び、水洗を行った水として、一般工業用水又はイ
オン交換水を使用した。
　使用した顔料、特定高分子化合物は以下の通りである。
＜顔料＞
　ＰＲ２５４；Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２５４
　ＰＲ１７７；Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１７７
　ＰＧ３６；Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン３６
　ＰＹ１５０；Ｃ．Ｉ．ピグメントエロー１５０
　ＰＢ１５：６；Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：６
　ＰＶ２３；Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット２３
＜特定高分子化合物＞
　メチルメタクリレート／メタクリル酸＝８５／１５重量％の共重合体で重量平均分子量
　２万、酸価９８ｍｇＫＯＨ／ｇ
【０１５２】
２．顔料分散工程
　下記組成（１）の成分を混合し、ホモジナイザーを用いて回転数３，０００ｒｐｍで３
時間撹拌して混合した。
〔組成（１）〕
・加工顔料（上記１．顔料加工で得られたもの）　　　　　　　　　　　　９５部
・顔料誘導体Ａ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５部
　顔料誘導体は、具体的には有機顔料を母体骨格とし、側鎖に酸性基や塩基性基、芳香族
基を置換基として導入した化合物である。有機顔料は、具体的には、キナクリドン系顔料
、フタロシアニン系顔料、アゾ系顔料、キノフタロン系顔料、イソインドリン系顔料、イ
ソインドリノン系顔料、キノリン顔料、ジケトピロロピロール顔料、ベンゾイミダゾロン
顔料等が挙げられる。一般に、色素と呼ばれていないナフタレン系、アントラキノン系、
トリアジン系、キノリン系等の淡黄色の芳香族多環化合物も含まれる。色素誘導体として
は、特開平１１－４９９７４号公報、特開平１１－１８９７３２号公報、特開平１０－２
４５５０１号公報、特開２００６－２６５５２８号公報、特開平８－２９５８１０号公報
、特開平１１－１９９７９６号公報、特開２００５－２３４４７８号公報、特開２００３
－２４０９３８号公報、特開２００１－３５６２１０号公報等に記載されているものを使
用できる。
・分散剤（ディスパーエイド１６３（ビックケミー社製顔料分散剤）の３０％１－メトキ
シ－２－プロピルアセテート溶液）　　　　　　　　　　　　　　　　　７５０部
【０１５３】
　続いて、上記より得られた混合溶液を、さらに０．３ｍｍφジルコニアビーズを用いた
ビーズ分散機ディスパーマット（ＧＥＴＺＭＡＮＮ社製）にて６時間分散処理を行い、そ
の後さらに、減圧機構付き高圧分散機ＮＡＮＯ－３０００－１０（日本ビーイーイー（株
）製）を用いて、２，０００ｋｇ／ｃｍ2の圧力下で流量５００ｇ／ｍｉｎとして分散処
理を行った。この分散処理を１０回繰り返し、顔料分散液を得た。
【０１５４】
３．顔料分散液の濾過
　上記で得られた顔料分散液を、日本ポール（株）製フィルタ（フィルタ材質；ポリプロ
ピレン、ポアサイズ；１．２μｍ）に通し、０．０２ＭＰａの濾過圧にて一回以上濾過し
たもの、又は、未濾過、の各顔料分散液を得た。
　なお、一段目の濾過は、各成分を混合後、１時間経過後に行った。
【０１５５】
４．混合工程
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　以下の成分を撹拌機で混合し、それぞれ顔料濃度３５％の硬化性着色組成物を調製した
。
〔成分〕
・顔料分散液（前記濾過後、又は、未濾過のもの）　　　　　　　４７．５重量部
・ベンジルメタアクリレート／メタクリル酸共重合体（＝７０／３０[モル比]）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．９６重量部
・プロピレングリコールモノメチルエチルアセテート　　　　　４３．００重量部
・ＩＲＧＡＣＵＲＥ　ＯＸＥ０１　　　　　　　　　　　　　　　１．６５重量部
　　（チバ・スペシャルティ・ケミカルズ社製；光重合開始剤）
・ｐ－メトキシフェノール（重合禁止剤）　　　　　　　　　　０．００２重量部
・ＤＰＨＡ（ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート；重合性化合物）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４．８９重量部
【０１５６】
５．濾過工程
　上記で得られた混合液を、日本ポール（株）製フィルタ（フィルタ材質；ポリプロピレ
ン、ポアサイズ；１．２μｍ）に通し、０．０２ＭＰａの濾過圧にて濾過したもの、さら
に同濾過圧で１．２μｍ以下の日本ポール（株）製フィルタ（フィルタ材質；ポリプロピ
レン、ポアサイズ；０．６μｍ）で濾過し、硬化性着色組成物を得た。
　なお、一段目の濾過は、各成分を混合後、１時間経過後に行った。
【０１５７】
６．顔料分散液、及び、硬化性着色組成物の重金属含有量の評価
　各工程で得られた顔料分散液を原子吸光装置Ｚ－８２７０（日立製）で重金属含有量を
調べた。サンプル容器はポリ容器とし、ガラス容器はＮａ等の溶出原因となるため使用を
避けた。
【０１５８】
７．硬化性着色組成物異物評価
　硬化性着色組成物を欠陥評価装置コンプラスIII（アプライドマテリアルズ社製）で評
価を行った。
　検出された全ての異物から、歩留低下の原因となる最大幅１．０μｍ以上の異物を目視
で分類した。分類された最大幅１．０μｍ以上の異物の数（１ｃｍ2当たりの数）をカウ
ントし、異物数の評価を行った。
【０１５９】
＜ウエハ処理＞
　硬化性着色組成物をスピンコートで均一に塗布して塗布膜を形成し、形成された塗布膜
を、表面温度１００℃のホットプレート上で１２０秒間加熱処理（プリベーク）してカラ
ーレジスト層を形成し、カラーレジスト層付きウエハを得た。ここで、スピンコートの塗
布回転数は、前記加熱処理後の塗布膜の膜厚が約０．８μｍとなるように調整した。
　次に、ｉ線ステッパー（キャノン製ＦＰＡ－３０００ｉ５＋）を用い、異物評価用のカ
ラーレジスト層付きウエハのカラーレジスト層を、後述のフォトマスクを通してパターン
露光した。
　上記パターン露光は、硬化性着色組成物の露光感度である３００ｍＪ／ｃｍ2の露光量
にて行った。
　また、上記フォトマスクとしては、１．７μｍ角の正方形ピクセルパターンが配列され
たマスクパターンを有するフォトマスクを用いた。
【０１６０】
　パターン露光されたカラーレジスト層を、富士フイルムエレクトロニクスマテリアルズ
（株）製有機アルカリ性現像液ＣＤ－２０６０を用いて、室温にて６０秒パドル現像した
。その後、２０秒スピンシャワーにて純水でリンスを行い、さらに純水にて水洗を行った
。その後、水滴を高圧のエアーで飛ばし、基板を自然乾燥させ、着色パターンを得た。
【０１６１】
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（実施例１～８及び比較例１）
　顔料を洗浄する水のグレードを一般工業用水又はイオン交換水とし、顔料加工工程で使
用した設備材質をＳＵＳ（ステンレス鋼）又はＳＳ（炭素鋼）とした。
　また、顔料分散工程後及び混合工程後の濾過を行わない、一段濾過、又は、二段濾過と
した。
　さらに混合工程を、接液部がＳＵＳ又はＳＳの製造設備、接液部をテフロン（登録商標
）加工した製造設備、又は、その他の製造設備で行った。
　実施例１～８、比較例１で行った各工程及び評価結果を以下の表に示す。
【０１６２】
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【表１】

【０１６３】
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　なお、前記濾過工程後の括弧は、濾過回数を示す。
　また、表中、ＳＵＳはステンレス鋼を表し、ＳＳは炭素鋼を表す。
　欠陥数は、ウエハ当たりの剥がれ及び異物を評価した。
【０１６４】
　顔料の洗浄を工業用水で行った比較例１では、金属（Ｎａ、Ｋ、Ｃａ、Ｆｅ、Ｃｒ）の
含有量がいずれも多く、また、ウエハ当たりの着色パターンの剥がれが７８箇所、異物が
２６８箇所観察された。
　これに対し、イオン交換水を用いて顔料の洗浄を行った実施例１～８では、剥がれ及び
異物の減少が認められた。
　特に、顔料加工工程においてＳＵＳを使用した実施例２～８では、実施例１及び比較例
１と比べて鉄（Ｆｅ）の含有量が抑制され、また、剥がれ及び異物の発生がさらに抑制さ
れた。また、多段階濾過を行った実施例４及び実施例８では、特に異物の発生の抑制され
た。
【図面の簡単な説明】
【０１６５】
【図１】本発明の硬化性着色組成物の製造方法を示す工程図である。

【図１】
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